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３ その他 

 

４ 閉 会 

 

 

【配付資料】 

・ 次第 

・ 委員名簿 

・ 水戸市健康増進・食育推進計画（第３次）素案 

・ 水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次）素案 

・ 水戸市自殺対策計画（第２次）素案 

・ 意見書 



令和５年度第２回水戸市健康づくり推進協議会 委員名簿 

令和５年11月30日 

１ 委員 

  氏 名 所 属 備 考 

1 青木 かを里 水戸市医師会副会長  

2 田澤 重伸 水戸市歯科医師会会長  

3 奥 田  猛 水戸薬剤師会会長  

4 金澤 秀房 茨城県総合健診協会理事兼事務局長  

5 高松 孝幸 茨城県精神保健協会常務理事  

6 内田 善明 全国健康保険協会茨城支部支部長  

7 菊 池  勉 茨城県国民健康保険団体連合会事務局長  

8 有川 秀男 水戸市住みよいまちづくり推進協議会常任理事  

9 保立 武憲 水戸市社会福祉協議会会長  

10 岡田 澄子 水戸市民間保育園園長会会長  

11 二川 泰久 水戸商工会議所副会頭  

12 飯島 清光 水戸農業協同組合代表理事組合長  

13 山下 惠子 水戸市食生活改善推進員会会長  

14 蔀  喜代子 水戸市保健推進員連絡協議会会長  

15 上 地  勝 茨城大学教育学部教授 会 長 

16 村井 文江 常磐大学副学長看護学部教授 副会長 

17 後藤 通子 水戸市議会文教福祉委員会委員長  

18 藤澤 康彦 水戸市議会文教福祉委員会副委員長  

19 鈴木 直昭 市民公募  

20 永盛 早苗 市民公募  

（順不同 敬称略） 

２ オブザーバー 

  氏 名 所 属 備 考 

1 前野 哲博 筑波大学医学医療系地域医療教育学教授  

mu833275
テキスト ボックス



mu833275
取り消し線

mu833275
取り消し線

mu833275
テキスト ボックス



３ 事務局(水戸市) 

  氏 名 所 属 役 職 名 備 考 

1 小川 佐栄子 

保健医療部 

部  長  

2 土井 幹雄 所  長  

3 大曽根 明子 参  事  

4 堀江 博之 

地域保健課 

課  長  

5 高安 克子 技正兼課長補佐  

6 佐藤 倫子 課長補佐兼保健政策係長  

7 福田 淳子 健康増進係長  

8 西山 拓海 主  幹  

9 加藤 真理菜 主  事  

10 大図 要之 

保健予防課 

課  長  

11 寺門 比子 課長補佐  

12 成田 拓生 精神保健相談係長  

13 筒井 貴恵 技  佐  

14 富岡 智香子 主  幹  

 

 

 



 

 

 

 

 

水戸市健康増進・食育推進計画（第３次） 

（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水戸市 

  

つなげる 広げる みんなでつくる 健康都市みと 

第２回水戸市健康づくり推進協議会 

令和５年 11 月 30 日(木) 

保 健 医 療 部 地 域 保 健 課 



 

目次 

 

第１章 計画策定の基本的事項 

 １ 計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 ２ 計画の位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 ３ 計画の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 

第２章 水戸市の現況と課題 

 １ 健康を取り巻く状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

 ２ 保健施策を取り巻く状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

 ３ 第２次計画の目標指標の達成状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

 ４ 関係団体ヒアリングの結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 ５ 水戸市の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

 

第３章 計画の基本的方向 

 １ 目指す姿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

 ２ 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

 ３ 施策の体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

 ４ 重点的に取り組む事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

 

第４章 施策の展開 

 基本方針１ 市民一人一人の主体的な健康づくりの推進 

  基本施策１ 生活習慣の改善 

  （１） 栄養・食生活・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

  （２） 身体活動・運動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31 

  （３） 休養・睡眠・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 33 

  （４） たばこ・アルコール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34 

  （５） こころの健康・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36 

  基本施策２ ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり 

  （１） 女性の健康づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38 

  （２） 高齢者の健康づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 41 

 

 基本方針２ 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

  基本施策１ 生活習慣病の発症予防と重症化予防・・・・・・・・・・・・・・ 43 

  基本施策２ がん対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 46 

 

 基本方針３ 生涯にわたる食育の推進 

  基本施策１ 生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進・・・・・・・・・・ 49 

  基本施策２ 持続可能な食を支える食育の推進・・・・・・・・・・・・・・・ 52 



 

 基本方針４ 市民の健康を支えるための環境づくりの推進 

  基本施策１ 地域団体や事業者との健康まちづくりの推進・・・・・・・・・・ 54 

  基本施策２ 健康を地域で支えるまちづくり・・・・・・・・・・・・・・・・ 56 

  基本施策３ デジタル技術を活用した環境の整備・・・・・・・・・・・・・・ 57 

 

第５章 推進体制と進行管理 

 １ 推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 58 

 ２ 進行管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 

 ３ ＳＤＧｓとの関連について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 



1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人生 100 年時代を迎え、高齢化の進行や生活習慣の変化など、社会環境が大きく変化

する中で、個人の心と体における健康課題も多様化しており、これらに対応した健康づ

くりが重要です。 

国においては、国民健康づくり運動プラン「健康日本 21（第三次）」（令和６年度～17

年度）を策定し、全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現を目

指し、誰一人取り残さない健康づくりや、より実効性をもつ取組を総合的に推進するこ

ととしており、県においても、第４次健康いばらきプランを策定したところです。 

本市においては、健康と食が深い関わりであることを踏まえ、健康増進計画と食育推

進計画を一体化した、水戸市健康増進・食育推進計画を策定し、市民の健康増進及び食

育等を推進しています。令和２年には、中核市移行を機に、「元気な明日を目指す健康都

市」を宣言し、市民や関係団体等と一体となって、健康都市づくりに取り組んでいると

ころです。 

国、県の動向や、新型コロナウイルス感染症などによる社会の変化、市民の意向、Ｓ

ＤＧｓの理念等を踏まえるとともに、水戸市第７次総合計画や関連計画との整合を図り

ながら、市民が生涯を通じて健やかに暮らすことができるまちを目指し、水戸市健康増

進・食育推進計画（第３次）を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

第１章  

計画策定の基本的事項 

  １ 計画策定の趣旨 
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2024（令和６）年度から 2028（令和 10）年度までの５年間とします。 

※社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

水戸市第７次総合計画 

水戸市健康増進・食育推進計画(第３次) 

・水戸市歯科口腔保健推進計画 

・水戸市国民健康保険データヘルス計画 

・水戸市国民健康保険特定健康診査等実施計画 

・水戸市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

・水戸市自殺対策計画 

・水戸市学校給食基本計画 等 

関連計画 

 

 
茨城県 

第４次健康いばらき 21 プラン 

 

 
国 

健康増進法 

健康日本 21（第三次） 

 

食育基本法 

食育推進基本計画 

第 1 次 

2012(平成 24)年度～ 

2016(平成 28)年度 

第２次 

2017(平成 29)年度～ 

2023(令和５)年度 

第３次 

2024(令和６)年度～ 

2028(令和 10)年度 

  ２ 計画の位置付け 

  ３ 計画の期間 
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(1) 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

本市の人口は、2015 年(平成 27)年までは増加傾向にあり、その後は横ばいの状態が

続いていました。しかし、国立社会保障・人口問題研究所(社人研)が 2018(平成 30)年

に実施した将来人口推計によると、本市の人口は 2040(令和 22)年には 248,532 人ま

で減少することが予測されています。 

 

図１ 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」、水戸市資料  

水戸市の現況と課題 

第２章  

  １ 健康を取り巻く状況 
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(2) 平均寿命と健康寿命 

平均寿命とは「０歳における平均余命」のことで、健康寿命とは、「健康上の問題で

日常生活が制限されることなく生活できる期間」のことを指します。これらの差は、日

常生活における「不健康な期間」を意味します。 

国においては、「日常生活に制限のない期間の平均」を指標として健康寿命を算定し、

平均寿命との差は、男性が 8.7 年、女性が 12.1 年となっています。 

 

図２ 平均寿命と健康寿命の差(国) 

 
※平均寿命、健康寿命ともに令和元年度の数値 

出典：平均寿命は厚生労働省「令和元年度簡易生命表」   

健康寿命は厚生労働科学研究「都道府県別健康寿命」 

 

本市においては、「日常生活動作が自立している期間の平均」を指標として健康寿命

を算定し、平均寿命との差は、男性が 1.1 年、女性が 3.7 年となっています。 

なお、健康寿命に関する算定方法の違いにより、国に比べて市の平均寿命と健康寿

命の差は、大幅に短くなっています。 

 

図３ 平均寿命と健康寿命の差(水戸市) 

 
※平均寿命は令和２年の数値、健康寿命は令和３年の数値 

出典：平均寿命は厚生労働省「令和２年市区町村別生命表」 

健康寿命は水戸市資料               

 

※健康寿命の算定について 

健康寿命の算定に当たり、厚生労働省からは、以下の３つの指標が示されています。 

(1) 「日常生活に制限のない期間の平均」(国指標) 

国民生活基礎調査における「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響があ

りますか」の質問に対し、「ない」の回答を「健康」とする。 

(2) 「自分が健康であると自覚している期間の平均」 

国民生活基礎調査における「あなたの現在の健康状態はいかがですか」の質問に対

し、「よい」、「まあよい」または「ふつう」の回答を「健康」とする。 

(3) 「日常生活動作が自立している期間の平均」(市指標) 

市町村の介護保険の介護情報から、要介護１以下を「健康」とする。 
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(3) 出生・高齢化率の状況 

本市の 2022(令和４)年の出生者数は 1,869 人で、出生率は国・県を上回っているも

のの、国・県同様に減少しています。 

また、本市の高齢化率は、国・県よりも低く推移しているものの、国・県同様に緩や

かな上昇傾向にあります。 

 

図４ 出生率 

 

出典：茨城県「常住人口調査結果報告書」 

  ※パーミル(‰)：1000 分の１を１とする単位(千分率)であり、１‰は 0.1％となる。 

 

図５ 高齢化率 

 

出典：茨城県「常住人口調査結果報告書」  
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(4) 標準化死亡比の状況 

標準化死亡比とは、人口構成の影響(高齢化率等)を除外した場合、死亡率が全国の何

倍であるかを意味します。１より大きい場合は、全国と比べてその死因による死亡率が

高く、１より小さい場合は、全国と比べて死亡率が低いといえます。 

本市の特徴としては、男女共に「急性心筋梗塞」と、脳血管疾患」、「脳内出血」が高

く、女性はさらに「乳房の悪性新生物」が高い傾向が見られます。 

 

 

図６ 標準化死亡比の比較 2016 年(平成 28)年～2020 年(令和２)年 

 

出典：茨城県「令和５年茨城県市町村別健康指標」 

 

図７ １か月の 1 日平均睡眠時間の割合（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨城県「令和５年市町村別健康指標」 

 

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

10.4

14.5

8.2

9.0

10.5

11.3

10.2

37.4

29.9

35.4

40.1

47.1

34.7

30.6

29.8

26.5

32.0

31.6

28.8

32.0

25.9

17.0

23.1

21.8

15.3

9.4

16.7

20.4

3.9

6.0

2.0

2.3

2.6

4.0

9.3

0.8

0.0

0.7

0.0

1.6

0.7

1.9

0.7

0.0

0.0

1.7

0.0

0.7

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５時間未満 ５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満 ７時間以上８時間未満

８時間以上９時間未満 ９時間以上 無回答
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 （5）平均睡眠時間の状況 

６時間以上の睡眠がとれている人は約 52.2％で、睡眠で休養がとれている者の割

合は 69.9％と国の現状値である 78.3％を下回っています。 

 

図７ １か月の１日平均睡眠時間の割合（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

 （6）食育への関心 

    食育に関心がある者の割合は 73.2％であり、国の現状値である 82.2％を下回って

いる状況です。 

 

図８ 食育に関心がある者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

31.0

26.5

38.8

29.4

28.3

27.3

38.0

42.2

42.7

38.8

50.3

44.5

40.0

32.4

18.2

16.2

16.3

15.8

18.8

22.0

20.4

7.8

14.5

6.1

3.4

8.4

9.3

6.5

0.8

0.0

0.0

1.1

0.0

1.3

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関心がある どちらかといえば関心がある どちらかといえば関心がない 関心がない 無回答

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

10.4

14.5

8.2

9.0

10.5

11.3

10.2

37.4

29.9

35.4

40.1

47.1

34.7

30.6

29.8

26.5

32.0

31.6

28.8

32.0

25.9

17.0

23.1

21.8

15.3

9.4

16.7

20.4

3.9

6.0

2.0

2.3

2.6

4.0

9.3

0.8

0.0

0.7

0.0

1.6

0.7

1.9

0.7

0.0

0.0

1.7

0.0

0.7

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５時間未満 ５時間以上６時間未満 ６時間以上７時間未満 ７時間以上８時間未満

８時間以上９時間未満 ９時間以上 無回答
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 （7）ＩＣＴの活用状況 

  ＩＣＴを活用している者は全体で 22.1％おり、20 歳代が最も高く 30.8％が活用し

ている状況です。 

 

 

図９ ＩＣＴを活用している者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

  

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

9.7

10.3

10.9

12.4

12.0

6.7

2.8

12.4

20.5

10.2

13.6

11.0

11.3

8.3

18.0

11.1

19.7

19.2

19.4

20.0

15.7

59.2

58.1

58.5

54.8

57.6

60.0

70.4

0.8

0.0

0.7

0.0

0.0

2.0

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

よく活用している 時々活用している ほとんど活用していない 全く活用していない 無回答
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(1) 健診の状況 

① 健康診査の状況 

本市における健康診査の受診率は、2018(平成 30)年度から 2019(令和元)年度に

かけて上昇傾向にあったものの、コロナ禍の影響により受診控えなどが見られ、

2020(令和２)年度に落ち込んでいますが、その後回復傾向にあります。 

 

図 10 特定健康診査受診率等の推移 

 
出典：特定健康診査は厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導実施状況(保険者別)」 

高齢者健康診査は茨城県後期高齢者医療広域連合資料 

生活習慣病予防健診は水戸市資料 

  

  ２ 保健施策を取り巻く状況 
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② がん検診の状況 

国の指針に基づく、69 歳までの国民健康保険の被保険者の受診率で見た場合、５

つのがん検診の受診率は次の図のとおりであり、本市の受診率は全て県の受診率を

下回っています。 

また、2020(令和２)年度、2021(令和３)年度は、コロナ禍の影響により、受診控えが

あったものと見られます。 

 

図 11 肺がん(胸部Ｘ線)(40 歳～69 歳)検診受診率の推移 

 
出典：茨城県資料 

 

図 12 胃がん(胃部Ｘ線及び内視鏡)(50 歳～69 歳)検診受診率の推移 

 
出典：茨城県資料 
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図 13 大腸がん(便潜血検査)(40 歳～69 歳)検診受診率の推移 

 
出典：茨城県資料 

 

図 14 乳がん(マンモグラフィ)(40 歳～69 歳)検診受診率の推移 

 
出典：茨城県資料 

 

図 15 子宮頸がん(細胞診)(20 歳～69 歳)検診受診率の推移 

 

出典：茨城県資料 
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(2) 国民健康保険の状況 

①受診の状況 

 本市の国民健康保険の受診状況を見ると、入院においては新生物が最も医療費が高

く、外来については糖尿病が最も高くなっています。 

 

図 16 国民健康保険医療費上位 10 位の疾病(入院) 

 

出典：水戸市データヘルス計画(第２次) 

 

図 17 国民健康保険医療費上位 10 位の疾病(外来) 

 
出典：水戸市データヘルス計画(第２次)  
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②一人当たりの医療費 

本市の国民健康保険の医療費は、2022(令和４)年度には入院と外来を合わせて約

156 億円となっています。 

一方、国民健康保険の被保険者数は減少傾向にあり、2022(令和４)年度には一人当

たりの月額医療費が 24,250 円となっています。 

 

図 18 医療費の推移 

 
出典：水戸市データヘルス計画(第２次) 

 

図 19 被保険者数及び一人当たりの月額医療費の推移 

 
出典：水戸市データヘルス計画(第２次)  
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  第２次計画に掲げた目標指標とアンケート結果等による値の比較については、以下のと

おりです。 

 

目標値を達成したものは、「ゲートキーパー養成研修受講者数」の１項目で、改善してい

る項目は、「各種がん検診(アンケート値)」、「健診(健康診断、健康診査、人間ドック等)を

受けている人の割合」等の 18 項目でした。 

一方で、横ばい・悪化となった項目が、「各種がん検診(実績値)」、「健診の結果を受けて、

保健指導(食事や生活習慣の改善指導)を受けた人の割合」等の 17 項目ありました。 

 

評価区分 評価基準 項目数 

Ａ 達成 進捗率 100 以上 １項目 

Ｂ 改善 進捗率１以上 99 以下 18 項目 

Ｃ 横ばい・悪化 進捗率 0 以下 17 項目 

※進捗率の計算方法 (現状値―前回計画策定時の値)／(目標値―前回計画策定時の値)×100 

 

基本方針１ 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

基本施策１ がん対策の強化 

 ① 令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査によるがん検診受診率 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

胃がん検診 20.8％ 36.9％ 

50％ 

Ｂ 

肺がん検診 11.9％ 44.1％ Ｂ 

大腸がん検診 24.4％ 38.1％ Ｂ 

乳がん検診 26.3％ 39.2％ Ｂ 

子宮頸がん検診 32.8％ 43.2％ Ｂ 

  

②水戸市が実施しているがん検診の受診率 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

胃がん検診 10.9％ 6.7％ 

50％ 

Ｃ 

肺がん検診 24.1％ 13.8％ Ｃ 

大腸がん検診 20.2％ 11.9％ Ｃ 

乳がん検診 8.4％ 11.4％ Ｂ 

子宮頸がん検診 7.4％ 6.6％ Ｃ 

  

  ３ 第２次計画の目標指標の達成状況 
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基本施策２ 循環器疾患・糖尿病・慢性腎臓病予防の充実 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

健診(健康診断、健康診査、人間ドッ

ク等)を受けている人の割合 
70.5％ 73.9％ 80％ Ｂ 

健診の結果を受けて、保健指導(食事

や生活習慣の改善指導)を受けた人の

割合 

56.2％ 47.3％ 60％ Ｃ 

 

基本方針２ 健康の維持・増進のための生活習慣の改善と環境づくり 

基本施策１ 身体活動・運動の推進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

運動する習慣がある人の

割合(週２回かつ１回 30

分以上かつ 1 年以上継続) 

男性 26.4％ 25.3％ 35％ Ｃ 

女性 19.9％ 18.8％ 28％ Ｃ 

日常生活における歩数(成

人) 

男性 6,070 歩 7,068 歩 7,500 歩 Ｂ 

女性 6,318 歩 6,297 歩 7,800 歩 Ｃ 

 

基本施策２ こころの健康の維持・増進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

相談機関を知っている人の割合 53.1％ 63.7％ 100％ Ｂ 

ゲートキーパー養成研修受講者数(実

績値) 
677 名 1,173 名 900 名 Ａ 

 

基本施策３ たばこ・アルコール対策の推進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

ＣＯＰＤ(慢性閉塞性肺疾患)を認知

している人の割合 
22.3％ 29.4％ 80％ Ｂ 

生活習慣病のリスクを高

める量を飲酒している者

(１日当たりの純アルコー

ル摂取量が男性 40ｇ以上

女性 20ｇ以上)の割合 

男性 15.0％ 26.2％ 13.5％ Ｃ 

女性 5.4％ 39.2％ 4.8％ Ｃ 
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基本施策４ 健康を支援する環境づくり 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

自分は健康だと思っている人の割合 76.7％ 80.3％ 85％ Ｂ 

みとちゃん健康マイ

レージ事業(実績値) 

協賛団体数 
37 団体 

2016(平成 28)年度 
44 団体 50 団体 Ｂ 

参加者数 
430 人 

2016(平成 28)年度 

1,042 人 
2022(令和４)年度 

2,000 人 Ｂ 

 

基本方針３ 生涯にわたる食育の推進 

基本施策１ 健康的な食生活の推進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

20 歳以上の肥満者 

(ＢＭＩが 25 以上)の割合 

男性 31.2％ 28.7％ 28％ Ｂ 

女性 15.6％ 17.1％ 14％ Ｃ 

20 歳代女性のやせ(ＢＭＩが 18.5 未

満)の人の割合 
19.7％ 21.7％ 18％ Ｃ 

低栄養傾向(ＢＭＩが 20 以下)の高齢

者(65 歳以上)の割合 
17.1％ 17.1％ 15％ Ｃ 

朝食を「ほとんど毎日食べ

る」人の割合 

３歳児 95.9％ 94.4％ 100％ Ｃ 

小学生 94.1％ 88.1％ 100％ Ｃ 

中学生 85.7％ 85.2％ 100％ Ｃ 

20 歳代 60.9％ 74.7％ 85％ Ｂ 

 

基本施策２ 食文化の継承と地産地消の推進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

地元の産物を買うように心がけてい

る人の割合 
40.0％ 39.1％ 60％ Ｃ 

地場産物登録店舗「水戸美味(みとう

ま)」 
43 店 81 店 150 店 Ｂ 
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基本施策３ 食の大切さと安全性を伝える活動の推進 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2015 

(平成 27)年度 
2023 

(令和５)年度 
2023 

(令和５)年度 

食育に関心がある人の割合 71.9％ 73.2％ 90％ Ｂ 

アグリメイトいきいき農業体験事業

取り組み学校数(実績値) 
15 校 17 校 24 校 Ｂ 
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(1) ヒアリングの目的 

本市の健康づくりに関する現状と課題を把握するため、関係団体に対してヒアリン

グを実施しました。 

 

(2) ヒアリングの概要・主な意見 

  ① 水戸市食生活改善推進員会 

    2023 年（令和５年）11 月 17 日 

主な意見 

・活動のなかで、子どもや高齢の男性など、食に関心がある人は潜在的に多いと感

じる。そのような方の掘り起こしが必要である。 

・食は健康における基本であり、子どもの頃に学んだことは大人になっても活かさ

れるため、子どもの頃からの正しい知識の習得が必要である。学校等とも連携し、

食育の重要性を伝えることが重要である。 

・やせ気味の母親、太り気味の子どもという光景を最近よく目にする。若い女性の

やせは、子どもの健康に影響することがあるため、親世代、特に若い世代の女性

への周知啓発が必要である。 

・忙しくてなかなか料理ができない人や、料理経験の少ない高齢の男性など、ター

ゲットを絞ったレシピ集を作成して提供できるとよい。 

・高齢者のなかには、年齢による問題で肉などの食事を避けがちな人もいる。低栄

養傾向にもつながってしまうため、防止対策が必要である。 

 

② 水戸市保健推進員連絡協議会 

    2023 年（令和５年）11 月 22 日 

主な意見 

・高齢者の通いの場について、その場に参加できない人への対応が課題である。 

・地域での見守り活動に活かすため、行政とのより密な情報連携が必要である。 

・健診会場が市役所などの大きな会場に集約される傾向もあることから、今後ます

ますかかりつけ医の利用を促進していくことが必要である。 

・各種健診の受診率の向上のためには、医療機関との協力が必要不可欠である。各

種健診の制度を医療機関に丁寧に説明し、さらにそれを患者に積極的に伝えても

らうことが必要である。 

・正確なデータの把握のためにも、みなし健診の制度について市民に広く周知して

いく必要がある。 

・各種健診について、制度が複雑で情報量が多いことが、市民を健診から遠ざける

要因になっていると思われるため、より分かりやすい案内が必要である。 

・デジタル技術を活用した健康づくりを進めてほしい。 

  ４ 関係団体ヒアリングの結果 
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(1) 生活習慣の改善 

○ 適正体重を維持している者の割合は 64％※1と国の目標値である 66％に近い状況

です。男性の 30 歳代から 50 歳代では、肥満(ＢＭＩ25 以上)が約３割おり、働く世

代における肥満が多い傾向が見られます。適正体重を維持するために、栄養バラン

スのとれた食事や運動習慣づくりの普及・啓発をする必要があります。 

○ 20 歳代及び 30 歳代の女性のやせは 17.8％※2であり、国の目標値より高い状況で

す。若年女性のやせは、多くの健康問題のリスクを高め、さらに次世代の子どもの

生活習慣病のリスクを高めることが危惧されるため、知識の普及・啓発により、適

正体重の維持につなげていく必要があります。 

○ 運動習慣のある人は、全体で約２割※3と少ない状況にあります。日常生活の中で

気軽に運動を実施できる方法の周知や環境づくりに取り組む必要があります。 

○ ６時間以上の睡眠が取れている人は約５割※4で、睡眠によって休養がとれている

人は約７割※5と、国の目標値よりも低い状況です。また、ストレス・悩みを感じて

いる人も多く、こころの健康や精神疾患に関する正しい知識の啓発と相談体制の充

実に努める必要があります。 

○ 喫煙者は約２割※6であり、引き続き喫煙が健康に及ぼす影響について広く周知し

つつ、未成年者や妊産婦に対する禁煙教育にも取り組む必要があります。 

○ 低栄養傾向の高齢者は 17.1％※7と、国の現状値を上回っており、さらにロコモテ

ィブシンドロームの心配のある高齢者は半数近くいます。健康を保持しながら生活

を続けていくためにも、フレイル予防を推進していく必要があります。 

 
※1 P28 グラフ「適正な体重を維持している者の割合」 
※2 P28 グラフ「主食、主菜、副菜をそろえた食事を１日２回以上毎日とっている者の割合」 
※3 P31 グラフ「運動習慣のある者の割合（BMI 別）」 

※4 P7  グラフ「図７ 1 か月の 1 日平均睡眠時間の割合（年代別）」 
※5 P33 グラフ「睡眠が十分にとれている者の割合」 
※6 P34 グラフ「たばこを吸っている者の割合」 

※7 P41 グラフ「適正体重を維持している 65 歳以上の者の割合」 

 

 

(2) 生活習慣病の予防等 

○ 全国的に死因の第１位は悪性新生物(がん)となっており、がんの早期発見・早期

治療が重要となります。しかしながら、本市のがん検診受診率は、茨城県と比較し

てもすべての検診が下回っており、学齢期を含めた若い世代からのがんについての

正しい知識の普及・啓発を行うとともに、一層の受診率向上に取り組む必要があり

ます。 

○ 医療の受診状況を見ると、入院においてはがんや循環器系の疾患※8、外来におい

てはがんの他、糖尿病、腎不全、高血圧症等※9で受診する人が多い状況にあります。

生活習慣の改善や若い世代からの健康診査の定着化を図り、生活習慣病の発症予防

と重症化予防に取り組む必要があります。 

  ５ 水戸市の課題 
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○ 令和４年度の国保の特定健康診査の受診率は 26.4％※10 と低迷しています。健診

の必要性についての啓発や受診しやすい環境づくりを推進するなど、一層の受診率

向上に取り組む必要があります。 

 
※8  P12 グラフ「図 16 国民健康保険医療費上位 10 位の疾病（入院）」 
※9  P12 グラフ「図 17 国民健康保険医療費上位 10 位の疾病（外来）」 

※10 P9  グラフ「図 10 特定健康診査受診率等の推移」 

 

 

(3) 食育の取組 

○ 家族と夕食を取っている子どものうち、週２～３日とほとんど家族と夕食を取っ

ていない子どもが、小学５年生では 7.7％※11、中学２年生では 13.9％※11おり、家族

とともに食事をすることは、栄養バランスに配慮した食生活や基本的な生活習慣を

身につけるうえでも重要であることから、家庭における食育を推進します。 

○ 20 歳以上の世代において、朝食をとる人や、バランスのとれた食事がとれている

人は、若い世代ほど少ない傾向※12にあります。そのため、特にこの世代における食

育を推進する必要があります。 

○ 食育に関心がある人の割合は、約７割※13にとどまっています。健全な食生活を支

えるためにも、持続可能な食の環境づくりが必要不可欠であり、そうした環境づく

りに寄与するためにも、食に関する幅広い情報提供を行うとともに、市民が食に関

する体験活動等を通じて、食のあり方を考える機会の提供を行う必要があります。 

 
※11  P49 グラフ「家族と夕食をとる者の割合」 
※12  P28 グラフ「主食・主菜・副菜をそろえた食事を１日２回以上毎日とっている者の割合」 
※13  P7   グラフ「図８ 食育に関心がある者の割合」 

 

 

(4) 健康を支える環境づくり 

○ 水戸市では、令和２年に「元気な明日を目指す健康都市」を宣言しましたが、そ

の認知度は 16.7％※14と低く、浸透が図られていません。健康都市として、社会全体

で健康づくりを進めていくためにも、行政だけでなく、民間企業など多様な主体と

の連携が必要です。 

○ 健康づくりにＩＣＴを活用している割合は、約２割※15にとどまっていますが、デ

ジタル技術を積極的に活用することで、より効果的・効率的に健康増進の取組を進

めることができると考えられるため、デジタル格差を生まないよう留意しつつ、Ｉ

ＣＴを活用した健康づくりを推進していく必要があります。 

 
※14  P54 グラフ「水戸市が健康都市宣言をしたことを知っている者の割合」 
※15  P8  グラフ「図９ ＩＣＴを活用している者の割合」 
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       生涯を通じて健やかで心豊かに暮らすためには、市民一人一人が、自身の健康に関

心をもち、自ら健康づくりに取り組むことが重要です。そして、市民、地域、事業者、

関係団体、行政が一体となって、市民一人一人の健康づくりを支えるまちづくりを進

めるため、目指す姿を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つなげる 広げる みんなでつくる 健康都市みと 

 

 

  人生１００年時代を迎える中、生き生きと人生を楽しみ、生涯を通じて健や 

かに過ごすためには、こころも体も健康であることが大切です。 

  そのため、わたしたちは、子どもから大人まで、自ら進んで健康的な生活習 

慣を身につけるとともに、自分らしく、生きがいを持って生活するよう心がけ 

ます。そして、家族や友人、地域みんなで互いに声をかけ合いながら、健康に 

対する意識を高め、健康づくりの輪を広げていきます。 

  ここに、中核市移行にあたり、快適な環境の中で、笑顔にあふれ、元気に暮 

らせるまちの実現に向け、水戸市を「元気な明日を目指す健康都市」とすること 

を宣言します。 

元気な明日を目指す健康都市宣言  令和２年４月 

計画の基本的方向 

第３章  

  １ 目指す姿 
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本計画では、目指す姿の実現に向け、４つの基本方針を定め、各種施策を展開していくもの

とします。 

(1) 市民一人一人の主体的な健康づくりの推進 

自らの健康状態を知り、改善するための環境づくりの視点に立ち、健康情報の発信をはじめ、

運動や食生活等の生活習慣を改善する機会の提供とともに、相談や支援等の充実など、市民

一人一人の主体的な健康づくりを推進します。 

また、働き方、婚姻、出産など生き方が多様化し、ライフステージという概念だけで

は捉えにくくなってきた現在、人の生涯を時間の経過で捉えた健康づくり（ライフコ

ースアプローチ）の観点も取り入れた取組を推進します。 

 

(2) 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

がん、糖尿病、高血圧症などの生活習慣病の予防、早期発見と早期治療につなげるため、

がん検診や特定健康診査の受診率向上に取り組みます。また、健康診査後のサポートとして、

特定保健指導やハイリスク者への受診勧奨の徹底のほか、関係団体と連携しながら、合併症

の発症や症状の進展等の重症化予防に重点を置いた取組を推進します。 

 

(3) 生涯にわたる食育の推進 

食生活の多様化に伴い、野菜の摂取不足等による栄養の偏り及び朝食の欠食等による食

習慣の乱れに起因する、肥満や生活習慣病の増加などが問題となっています。このため、誰

もが健全な食生活を実践できるよう、家庭、学校、地域等と連携しながら、健康を支え、生涯

にわたる食育を推進します。 

また、食育の推進には、食を生み出す場としての農林漁業に関する理解を深める必要があ

ります。 

 

(4) 市民の健康を支えるための環境づくりの推進 

地域、関係団体、関係機関や民間企業等との多様な主体と連携を図るとともに、健康への

関心の有無にかかわらず、幅広い世代に対して、生活習慣病の改善等にアプローチできるよう、

ＰＨＲ※やデジタル技術を活用した取組を推進するなど、社会全体で市民の健康を支えるため

の環境づくりを進めます。 

※ Personal Health Record の頭文字をとった略語で、個人の健康・医療・介護に関する情報のこと

をさしています。 

  ２ 基本方針 
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  ３ 施策の体系 

つ
な
げ
る 

広
げ
る 

み
ん
な
で
つ
く
る 

健
康
都
市
み
と 

基本方針 
基本施策 

具体的施策 

目指 

す姿 

基本方針１ 

市民一人一人の主

体的な健康づくり

の推進 

基本方針２ 

生活習慣病の発症 

予防と重症化予防 

基本方針３ 

生涯にわたる食育

の推進 

基本方針４ 

市民の健康を支え

るための環境づく

りの推進 

１ 生活習慣の改善 

(1) 栄養・食生活  

(2) 身体活動・運動 

(3) 休養・睡眠   

(4) たばこ・アルコール 

(5) こころの健康 

２ ライフコースアプローチを踏まえた健 

康づくり 

(1) 女性の健康づくり 

(2) 高齢者の健康づくり 

１ 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

２ がん対策の推進 

１ 生涯を通じた心身の健康を支える食 

育の推進 

２ 持続可能な食を支える食育の推進 

２ 健康を地域で支えるまちづくり 

１ 地域団体や事業者との健康まちづく 

りの推進 

３ デジタル技術を活用した環境の整備 
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   計画に位置付ける各種施策のうち、主な課題等に対応するため、次の６つの施策を

重点的に取り組む事項として推進します。 

   

１ 健康都市づくりの推進 

 

 

医療の進捗とともに平均寿命は、さらに延びることが予想されています。そのため、

病気や要介護にならず、いつまでも健康で生活できる期間である、健康寿命を延ばす

ことは、自身の生活の質の向上や介護する家族の負担軽減につながります。 

このため、健康寿命の延伸を目指し、市民、地域、事業者、関係団体、行政が一体と

なって、健康都市づくりを推進します。 

 

 目標指標 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

健康寿命の延伸 
男性 79.90 歳 

女性 83.35 歳 

平均寿命を上回る

健康寿命の増加 

みとちゃん健康マイレージ参加者数 1,042 人 1,500 人 

 

 

２ 高血圧予防対策の推進 

 

 

 

食塩の過剰摂取は、高血圧症、脳卒中、心臓病、認知症、慢性腎臓病、胃がんなどの

リスクを高める可能性があります。塩分の過剰摂取が問題とされております。本市に

おける死亡要因のうち、脳内出血で死亡する割合が全国的に高く、リスク要因となる

高血圧の改善がより一層重要となります。 

減塩をはじめ、野菜や果物を含めたバランスのとれた食事をとることや、運動習慣

を身につけ、適正体重を維持することが、生活習慣病の予防につながります。 

高血圧をはじめとした生活習慣病の予防に関する普及啓発や健診での保健指導、減

塩の取組、高血圧予防教室などに取り組みます。 

 

目標指標 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

適正体重を維持している者の割合 

20 歳以上 64 歳以下は、ＢＭＩが 18.5 以上 25 未満 

65 歳以上は、ＢＭＩが 20 を超え 25 未満 

64.0％ 67％ 

運動する習慣がある人の割合 21.5％ 30％ 

  ４ 重点的に取り組む事項 

● 適正体重の維持        ● 運動習慣の定着   
● 減塩             ● 野菜、果物の摂取量の増加 

● 健康寿命の延伸        ● みとちゃん健康マイレージ 
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３ 糖尿病や慢性腎臓病の発症予防と重症化予防 

 

 

本市では、高血圧で通院している者が最も多く、次いで脂質異常症、糖尿病と続き

ます。糖尿病は、食生活の乱れや多量飲酒、身体活動の低下等の生活習慣が発症・重症

化に大きく関与しており、ほかにも、受動喫煙を含めた喫煙、睡眠の質や量の低下、精

神的ストレスも発症の危険要因であるため、血糖の管理だけでなく、生活習慣の改善

の必要性についても啓発に努めます。 

また、糖尿病の重症化や人工透析への移行を防止することを目的に、市医師会と連

携し、重症化するリスクが高い、医療機関への未受診者、受診中断者への受診勧奨な

どを行う「腎臓を守ろう！みとネットワーク事業」を推進します。 

 

目標指標 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

人工透析を新規導入した患者数 59 人 現状値より減少 

 

 

４ 健（検）診受診率向上の取組の推進 

 

 

   本市の特定健康診査やがん検診の受診率は、国や県に比べて低い状況となっていま

す。健(検)診は、生活習慣病の予防や早期発見につながる重要な機会となるため、様々

な機会を捉えて、関係団体等と連携しながら、積極的に受診勧奨するとともに、無料

クーポンの拡充や受診しやすい環境づくりに取り組みます。 

   また、要精密検査対象者に対する、医療機関への受診勧奨や保健指導の推進を図り

ます。 

 

目標指標 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

特定健康診査を受けている人の割合（国保） 26.4％ 45％ 

５がんの検診受診率（アンケート値） 37～44％ 52％ 

５がんの検診受診率（国保対象者の実績値） 6～14％ 20％ 

   ※５がんの検診受診率（アンケート値）以外は、令和４年度実績値 

    ※５がんは、胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がん 

 

 

 

 

● 特定健康診査、各種がん検診の受診率向上 

● 治療継続者の増加      ● 重症化の予防 
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５ 家庭における食育の推進 

 

  

 

   家族とともに食べる食事は、子どもが食を楽しむことや、関心を持つ原点となるた

め、共食について推進します。 

また、朝食をとることは、早寝早起きなど、基本的な生活習慣を身につけることに

もつながることから、子どもが朝食をとることを推進します。 

 

目標指標 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

朝食を「ほとんど食べない」人

の割合 

３歳児 1.3％ 0％ 

小学生 2.6％ 0％ 

中学生 3.1％ 0％ 

 

 

６ デジタル技術を活用した健康づくりの推進 

 

    

   市民の健康づくりを推進していくためには、健康無関心層を含め、幅広い世代の方

に気軽に取り組んでいただけるよう、デジタル技術の活用など、新たな視点も取り入

れながら、健康増進施策を展開していくことが必要です。 

   そのため、事業者や大学等と連携しながら、個人の健康づくりを支援する様々な取

組を展開します。 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

社会実験の件数（ＩＣＴを活用した健康づくり事

業） 
２件 ７件 

 

● デジタル技術を活用した健康づくり 

● 朝食をとる          ● バランスの良い食事 
● 家族とともに食事       ● 和食や行事食 
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(1) 栄養・食生活 

 

健康寿命を延伸し、人生 100 年時代を豊かに過ごすうえで、栄養・食生活は最も重要

な要素のひとつです。健全な食生活の普及啓発等に取り組みます。 

 

 

○ 適正体重を維持している者の割合は 64％と国の目標である 66％に近く、適正体

重を維持している者の割合は、比較的高い傾向にあります。 

○  ほとんど毎日、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事をとっている者の割合は、

50.9％と国の目標値である 50％に達していますが、20 歳代では 30.8％と、若いほ

ど低い傾向にあります。 

○ 本市における 1 日当たり平均の野菜の摂取量は 111.3g ですが、国の現状値であ

る 281g の半分にしか達しておらず、圧倒的に野菜不足であると考えられます。 

また、54.7％が食事のとり方に問題があると考えており、そのうちの 47％が野菜

をあまり食べていないと回答しています。 

○ 本市の小学校の肥満傾向者の割合は、近年上昇傾向にあり、男女とも県平均より

も高い状況です。 

  ○ 若い女性のやせは、女性ホルモンの減少を招き、骨量減少や、成人期に糖尿病な

どの発症リスクがある低出生体重児を出産するリスクが高くなるため、正しい知識

の普及啓発が重要です。 

  ○ 高齢者のやせは、肥満より死亡率が高くなることから、適切な食事の指導が必要

です。 

  

 

施策の展開 

第４章  

  基本方針1 市民一人一人の主体的な健康づくりの推進 

現況と課題 

１ 生活習慣の改善 
基本 
施策 
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適正な体重を維持している者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

主食・主菜・副菜をそろえた食事を１日２回以上毎日とっている者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

年齢別（BMI）

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

12.9

21.7

14.8

14.7

8.3

13.5

8.8

67.2

65.2

64.8

69.6

68.8

67.6

66.7

17.1

13.0

17.0

12.7

19.3

16.2

21.9

2.7

0.0

3.4

2.9

3.7

2.7

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18.5未満 18.5以上25.0未満 25.0以上 無回答

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

50.9

30.8

36.1

49.7

46.6

67.3

79.6

16.6

16.2

23.1

20.9

14.7

14.0

8.3

18.3

27.4

23.1

17.5

25.1

9.3

3.7

13.0

25.6

17.0

11.3

13.1

6.7

5.6

1.1

0.0

0.7

0.6

0.5

2.7

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほとんど毎日 週４～５日 週２～３日 ほとんどない 無回答
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     ※令和２年度は、新型コロナ感染症による影響のため未集計 

                          出典：水戸市児童生徒健康診断結果 

 

肥そう度 

-20％以下 やせ 

-20％～20％未満 標準 

20％～30％未満 軽度肥満 

30％～50％未満 中度肥満 

50％以上 高度肥満 

 

 

 

○ 適正体重を維持している者の増加 

○ 児童・生徒における肥満傾向者の減少 

  ○ 適正な量と質の食事をとる市民の増加 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

適正体重を維持している者の割合 

20 歳以上 64 歳以下は、ＢＭＩが 18.5 以上 25 未満 

65 歳以上は、ＢＭＩが 20 を超え 25 未満 

64.0％ 67％ 

小学５年生の肥満傾向児の割合 
14.0％ 

（令和 4 年度） 
10％ 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以

上の日がほとんど毎日の者の割合 
50.9％ 55％ 

8.52

9.07

10.13

12.07

9.17

9.94

10.39

12.07

8

8.5

9

9.5

10

10.5

11

11.5

12

12.5

H30年度 H31年度 R３年度 R4年度

％ 市内小中学生の肥そう度20％以上の者の割合

小学校 中学校

目標指標 

施策展開の方向 
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主な取組 具体的な内容 

乳幼児の正しい食事の普及

啓発 

・ハローベビークラスや離乳食教室等での正しい食習

慣の普及啓発 

小中学校等での正しい食事

の普及啓発 

・小中学校での健康診断による健康状態の把握 

・小児生活習慣病予防健診による肥満児対策 

・学校給食を通した食育の推進 

成人の食生活の改善 

・主食・主菜・副菜を組み合わせたバランスの良い食

事の普及啓発 

・食生活改善推進員による料理教室の開催 

・健康相談時の栄養指導 

・集団健診時におけるメタボリックシンドロームや生

活習慣病予防のための保健指導 

・若い世代に対する正しい食生活の知識の普及啓発 

・女性のやせによる影響についての知識の普及啓発 

高齢者の食生活の改善 

・「食善く講座」や「元気な口と食の講座」による高齢

者の食生活の改善 

・低栄養傾向を改善するための取組の推進 

 

  

具体的取組 
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 (2) 身体活動・運動 

 

体を動かすことは、生活習慣病の予防や、心身の機能の維持向上の効果があり、健康

寿命の延伸につながります。運動づくりの普及啓発や環境づくりなどに取り組みます。 

 

 

○ 本市の 1 日あたりの歩数は、6,644 歩であり、国の現状値 6,278 歩より高い状況

ですが、健康増進のため更なる向上が必要です。 

○ 運動習慣がある者の割合は 21.7％で、国の現状値 28.7％より低く、運動習慣を身

につける取り組みが必要です。 

○ やせや肥満など適正体重外の者が、適正体重である者より、運動習慣がない傾向

にあります。 

 

 

運動習慣のある者の割合（ＢＭＩ別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

     出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

○ 身体活動・運動習慣の重要性を広め、実践者を増やす 

○ 習慣的に運動に取り組みやすい環境を整える 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

日常生活における歩数（成人） 6,644 歩 7,100 歩 

運動する習慣がある人の割合 21.7％ 30％ 

 

 

現況と課題 

目標指標 

施策展開の方向 

BMI

全体

18.5未満

18.5以上25.0
未満

25.0以上

21.7

15.5

24.2

16.9

26.3

21.4

25.0

32.3

50.3

63.1

48.9

49.2

1.6

0.0

1.8

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

習慣がある 習慣には満たないが運動はしている 習慣はない 無回答
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主な取組 具体的な内容 

運動習慣づくりの普及

啓発 

・簡単に誰でもどこでもできる運動動画による周知 

・みとちゃん健康マイレージ事業による運動習慣のきっか 

けづくり 

・特定健康診査の結果から生活習慣の改善が必要な方を対 

 象とした運動教室 

健康づくりイベント等

の開催 

・エコ通勤チャレンジウィークの実施 

・ヘルスロードを活用した健康づくりの推進 

・市民スポーツ大会の開催 

・スポーツ・健康フェスティバルの開催 

・各種運動教室の開催 

・水戸黄門漫遊マラソンの開催 

・障害者スポーツ・レクリエーション大会の開催 

・子育て支援・多世代交流センターでの運動教室 

・森林公園でのトレイルランニングの開催 

・市民センターで開催される歩く会や運動教室 

高齢者の運動をとおし

た健康づくり 

・住民が開催する「元気アップステップ運動教室」の支援 

・シルバーリハビリ体操教室の開催 

運動を支援する人材の

育成 

・スポーツ指導者やスポーツボランティアの育成 

・シルバーリハビリ体操指導士養成講習会の開催 

・元気アップ・ステップアップ運動サポーターの養成 

運動する環境づくり 

・自転車の利用促進（みとちゃり） 

・安全で快適な自転車利用環境の整備 

・まちなかにおけるバリアフリーの推進 

・健康遊具の整備 

・千波公園内ランステーションの整備 

・スポーツ施設の長寿命化改修 

・（仮称）東部公園サッカー場、ナイター施設の整備 

 

  

具体的取組 
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(3) 休養・睡眠  

 

休養は、栄養・食生活、運動・身体活動とあわせ、健康のための３要素のひとつです。 

日常的に質・量とも十分な睡眠をとり、余暇などで体や心を養うことは、心身の健康

の観点から重要です。 

 

 

○ 睡眠時間は、６時間から９時間必要だとされています。本市は５時間以上６時間

未満が 37.5％と最も高く、睡眠時間は十分取れていない状況です。特に、仕事でも

責任のある立場となることが多い 50 歳代の睡眠時間が短い傾向にあります。 

○ 睡眠が十分とれている者とまあまあとれている者の割合は 69.9％で、国の現状値

の 78.3％を下回っており、全国的にみても睡眠不足の傾向にあります。 

   

 

睡眠が十分にとれている者の割合 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

○ 睡眠の重要性や生活リズムに関する正しい知識の普及 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

睡眠で休養が得られる者の割合 69.9％ 75％ 

睡眠時間が６～９時間（60 歳以上については６～８

時間）の者の割合 
48.9％ 55％ 

 

         

主な取組 具体的な内容 

休養の重要性に関する

知識の普及啓発 

・睡眠不足からくる健康への影響の知識の普及啓発 

・睡眠とアルコールとの関係についての知識の普及啓発 

・市民センター等での睡眠講座の開催 

 

現況と課題 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 

16.0 53.9 27.0 2.5 0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

充分とれている まあまあとれている あまりとれていない
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 (4) たばこ・アルコール 

 

喫煙や過度な飲酒は、がん、糖尿病、循環器疾患などの様々な健康リスクを高めるこ

とから、健康への影響について、分かりやすい普及啓発に努めます。 

 

 

○ たばこを毎日又は時々吸う日がある人の割合が 14.3％で、国の現状値の 16.7％よ

り低くなっていますが、喫煙率は低いほど望ましいため、引き続き、健康への影響

について、普及啓発していくことが必要です。 

○ ほとんど毎日受動喫煙を受けた人が 7.8％おり、喫煙する場合の受動喫煙をさせな

い意識の向上が必要です。 

○ 毎日お酒を飲んでいる人の割合は 14.3％で、60 歳代が最も多い状況です。 

○ 男性の１日当たり 40ｇ以上の純アルコールを摂取している者の割合は 26.2％で、

国の現状値の 14.9％を上回っています。女性の 1 日当たり 20g 以上の純アルコール

を摂取している者の割合は 39.1％で、国の現状値の 9.1％を大きく上回っています。 
 

酒類のアルコール換算の目安 

種類 清酒 1 合(180ml) 500ml 缶ビール 350ml 缶チューハイ ワイン(125ml) 

アルコール度数 14％ 5％ 7％ 12％ 

純アルコール量 20g 20g 19.6g 12g 

 

 

 

たばこを吸っている者の割合 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

1 日あたりの飲酒量 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

現況と課題 

性別

全体

男性

女性

46.8

35.7

59.8

32.9

37.1

28.0

13.2

17.6

7.9

3.4

5.0

1.6

1.2

1.8

0.5

1.5

1.8

1.1

1.0

0.9

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１合未満 １合以上２合未満 ２合以上３合未満 ３合以上４合未満 ４合以上５合未満 ５合以上 無回答

13.2 1.1 5.3 79.4 1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

毎日吸っている 時々吸う日がある 以前は吸っていたが１か月以上吸っていない 吸わない 無回答
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○ 喫煙者数を減らす 

○ 未成年者や妊産婦の喫煙や飲酒をなくす 

○ 受動喫煙防止の取組を推進する 

○ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している人を減少させる 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

喫煙者の割合 14.3％ 12％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

たばこの健康被害と適正飲

酒に関する知識の普及啓発 

・小学校におけるたばこやアルコールの保健授業 

・妊婦に対するたばこやアルコールの影響の普及啓発 

・喫煙による生活習慣病やがんへの影響の普及啓発 

・集団健診会場でのＣＯＰＤの教育 

禁煙相談の実施 ・成人健康相談時における禁煙の相談や保健指導 

受動喫煙のない環境づくり 

・受動喫煙防止対策の推進（喫煙可能室設置施設届出、

受動喫煙の相談・指導等） 

・分煙の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受動喫煙が健康に悪影響を及ぼすことは、科学的に明らかであ

り、心筋梗塞や脳卒中、肺がんに加え、子どものぜんそくや乳幼

児突然死症候群等のリスクを高めることが分かっています。 

 これを踏まえ、受動喫煙防止対策の必要性という共有認識を拡

大し、受動喫煙のない社会を目指すことに多くの人が賛同でき、

社会的気運を向上していくことが重要です。 

  

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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 (5) こころの健康 

 

こころの健康は、いきいきと自分らしく暮らすための重要な条件であり、生活の質に

大きく影響するものです。睡眠や余暇時間を充実させることで、心身の健康を保ち、何

か困ったときに気軽に相談できるような体制づくりに努めます。 

 

 

○ 日常生活でストレスや悩みがある者の割合は 67％おり、仕事への悩みが最も高く、

次いで収入や借金等、人間関係に悩んでいる者が多い状況です。 

○ 20 歳代は、恋愛や性、結婚、生きがいなどの悩みが、他の世代より突出している

特徴があります。 

○ 働く世代は、家族や収入での悩みが高く、70 歳代は介護などの悩みが高くなって

います。 

○ 家族や友人等で一緒に食事をする頻度は、男性より女性の方が高く、加えて 70 歳

以上になると、25.9％がほとんど食事を共にしない状況です。 

  

 

ストレスや悩みのある者の割合（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

 

  ○ こころの健康等に関する正しい知識及び対応方法の普及啓発 

  ○ ストレスや悩みで困ったときの相談先の周知啓発や気軽に相談できるような体制

づくりに努める 

現況と課題 

施策展開の方向 

年齢別

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

67.0

69.2

79.6

76.8

69.6

54.0

44.4

31.3

29.1

19.7

22.6

30.4

44.7

47.2

1.7

1.7

0.7

0.6

0.0

1.3

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答
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項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

相談機関を知っている者の割合 20.1％ 50％ 

ゲートキーパー養成研修受講者数 1,173 名 1,900 名 

 

 

主な取組 具体的な内容 

こころの健康に関す

る知識の普及啓発 

・精神障害者に対する理解と社会参加支援のため「こころの

健康講座」の開催 

・ワークライフバランス推進のための講演会の開催 

相談支援体制の充実 

・思春期の子どもに対する電話相談（ヤングコール） 

・性的マイノリティ電話、メール相談 

・女性のための就労相談 

・妊産婦に対する「すまいるママみと」での電話相談・訪問相 

 談 

・離乳食開始で悩みが出やすい７か月児対象の育児相談 

・精神科医による精神保健相談やひきこもり専門相談 

・精神保健福祉士等によるこころの相談 

・インターネット検索連動型広告を活用した相談窓口の紹介 

・ひきこもりから社会復帰支援「ぶらんけっと」の開催 

・ゲートキーパー養成講座の開催 

・社会保険労務士による職場でのトラブル相談 

・児童生徒の悩みに対する電話相談や家庭訪問支援 

・児童生徒の社会的自立に向けた支援「うめの香ひろば」 

地域との交流の促進 

・多世代に渡る交流を促す市民運動会の開催 

・高齢者クラブや福寿のつどい等地域での交流促進 

・地域における共食活動の推進 

・多世代交流サロンでの高齢者と児童の交流 

 

  

目標指標 

具体的取組 
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 社会がより多様化する中、健康を取り巻く状況は、働き方、婚姻、出産など生き方が

多様化し、ライフステージという概念だけでは捉えにくくなってきた現在、人の生涯を

時間の経過で捉えた健康づくり（ライフコースアプローチ）の観点も取り入れた取組が

必要です。 

 

 (1) 女性の健康づくり 

 

女性はライフステージごとに、女性ホルモンが劇的に変化するという特性があり、

人生の各段階における健康課題に対し、社会全体で総合的に支援することが重要です。 

特に、思春期は女性ホルモンが増えることにより、身体や心にも大きな変化がある

時期であるため、正しい知識を身につけることが必要です。 

若年女性のやせは、排卵障害や女性ホルモンの低下、骨量減少につながることが報

告されています。また、低出生体重児を出産するリスクが高くなり、生まれた子ども

は、成人期に糖尿病などの発症リスクが高まるため、次世代の健康を育むためにも、

若い女性のやせは問題となっています。 

20 歳代から 30 歳代は、女性ホルモンの分泌がピークになるため、月経困難症など

の月経トラブルが増加し、子宮の病気（子宮内膜症、子宮筋腫、子宮頸がんなど）にも

注意が必要な時期です。健康診断やがん検診などを定期的に受診し、普段からの健康

管理が重要です。 

40 歳を過ぎたあたりから、女性ホルモンの低下とともに骨密度が低くなっていきま

す。骨粗しょう症は、自覚症状がなく、外見からは分からないため、早期の発見が重要

となります。 

更年期に起きるほてり、のぼせ、発汗、イライラなど、症状により日常生活に支障が

出る場合もあるため、自分のからだについて正しい知識を身につけることが重要です。 

 

女性のライフサイクルと健康 

       

       

       

       

       

       

小児期 思春期 性成熟期 更年期  老年期 

       10 歳    20 歳   30 歳    40 歳     50 歳       60 歳 

２ ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり 
基本 
施策 

 

思春期 

●月経トラブル 

●性感染症 

●摂食障害 

●情緒不安定 

●肌トラブル 

●便秘 

更年期 

●更年期障害 

●子宮がん、乳がん 

●肌粘膜トラブル 

●萎縮性膀胱炎 

老年期 

●骨粗しょう症 

●アルツハイマー型認知症 

●ロコモティブシンドローム 

女性ホルモン 

(エストロゲン) 
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○ 若い世代の女性のやせは 17.8％で、国の現状値の 18.1％より低い状況ですが、引

き続き、若い世代への注意喚起を続けていく必要があります。 

○ 1 日あたりの純アルコール摂取量が 20ｇ以上の女性が 39.1％であり、国の 9.1％

をはるかに上回っており、健康への影響が危惧されます。 

○ 本市における令和４年度の妊婦喫煙率は 1.4％、妊婦飲酒率は 0.6％という状況で

す。 

 

 

女性の適正体重を維持する者の割合（世代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

  ○ 女性ホルモンによる体の変化について、正しい知識の普及啓発 

  ○ 妊産婦に対してのきめ細やかな支援 

  ○ 女性の健康づくり事業の支援 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

20 歳代～30 歳代の女性のやせ（BMI18.5 未満） 17.8％ 15％ 

骨粗しょう症検診受診者数 
1,686 人 

（令和４年度） 
2,000 人 

妊婦の喫煙率 1.4％ 0％ 

現況と課題 

目標指標 

施策展開の方向 

年齢別（BMI）

全体

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

12.9

21.7

14.8

14.7

8.3

13.5

8.8

67.2

65.2

64.8

69.6

68.8

67.6

66.7

17.1

13.0

17.0

12.7

19.3

16.2

21.9

2.7

0.0

3.4

2.9

3.7

2.7

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18.5未満 18.5以上25.0未満 25.0以上 無回答
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主な取組 具体的な内容 

女性特有の健康に関

する知識の普及啓発 

・やせすぎによる体への影響について、正しい知識の普及啓

発 

・性に対する正しい知識を身につけるために、児童生徒及び

保護者に対する講演会の開催 

・中学生を対象とした命の大切を学ぶ「思春期赤ちゃんふれ

あい体験」の実施 

・妊婦の喫煙や飲酒の危険性の知識の普及啓発 

・若者の性や妊娠などの相談支援サイト「スマート保健室」の

周知 

・更年期から発症しやすい症状や対応について、正しい知識

の普及啓発 

妊産婦への支援 

・支援を必要とする妊産婦に対する「すまいるママみと」によ

る電話相談や訪問相談 

・低所得者に対する家事育児支援サービス 

・妊娠や子育てについて夫婦で学ぶ「ハローベビークラス」の

開催 

・離乳食で悩みが出やすい７か月児を対象とした育児相談 

女性特有の疾病予防

対策の推進 

・子宮頸がん、乳がん検診の開始年齢及び好発年齢に対する

無料クーポン等の送付 

・子宮頸がんワクチン予防接種の勧奨 

・18 歳からの骨粗しょう症検診の実施 

・検診の習慣化を図るための個別受診勧奨 

・ブレスト・アウェアネス（乳房を意識する生活習慣）の普及

啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピンクリボン運動とは 

10 月の「乳がん月間」期間中、乳がんの早期発見や検診の重要性を訴え、早

期の診断や治療を推進するための世界規模の啓発活動です。 

  

具体的取組 
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(2) 高齢者の健康づくり 

 

高齢者になっても自立した日常生活を送るためには、加齢に伴い低下する運動機能や

認知機能をできる限り維持し、フレイルに至らないことが重要です。 

住民主体で参加しやすく、地域に根ざした健康づくりやフレイル予防を推進し、その

普及啓発や高齢者の健康保持増進に取り組みます。 

 

 

○ ＢＭＩ20 以下の高齢者の割合は 17.1％と国の現状値である 16.8％を上回ってお

り、高い傾向にあるため、フレイル予防などの対策が必要です。 

○ ロコモティブシンドロームの心配のある高齢者の割合は 51.9％おり、運動機能の

向上につながる対策が必要です。 

○ 家族や友人等と一緒に食事をすることが「ほとんどない」は、70 歳以上が最も高

い状況です。 

 

 

適正体重を維持している 65 歳以上の者の割合 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

  ○ できる限り高齢者が要介護状態にならないためのフレイル予防の推進 

  ○ 高齢者の自立支援・重度化防止の取組 

  ○ 高齢者の社会参加や社会貢献の促進 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

ＢＭＩ20 以下の高齢者の割合 17.1％ 15％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

高齢者の健康意識の向

上とフレイル予防の推

・シルバーリハビリ体操教室等の開催 

・通所型介護予防教室の開催 

現況と課題 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 

　

全体 17.1 56.7 21.9 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20.0以下 20.1以上25.0未満 25.0以上 無回答
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進 ・ＩＣＴを活用した健康づくりができる高齢者を増やすた

めのスマートフォン教室の開催 

・オーラルフレイルの推進 

高齢者の健康づくりを

支援する人材の育成 

・シルバーリハビリ体操指導士３級養成講座の開催 

・元気アップステップ運動サポーターの養成（再掲） 

・認知症サポーターの養成 

超高齢社会に対する健

康づくり 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

・認知症の早期発見のためのスクリーニング検査の実施 

・健診受診者のハイリスク者に対する訪問保健指導 

・後期高齢者健診をはじめとする健診の充実 

高齢者の社会参加や生

きがいづくり 

・地域の交流を通して健康づくりを行う「いきいき健康ク

ラブ」の開催 

・高齢者クラブや福寿のつどい等地域での交流促進（再掲） 

・多世代交流サロンでの高齢者と児童の交流（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

フレイルとは  病気ではないけれど、年齢とともに、筋力や心身の

活力が低下し、介護が必要になりやすい健康と要介

護の間の虚弱な状態のことです。 
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生活習慣の改善により多くが予防可能であるがん、循環器病、糖尿病及びＣＯＰＤ（慢

性閉塞性肺疾患）などの早期発見のため、健康診査や保健指導を積極的に推進します。 

 

 

○ 通院中の傷病の中で、高血圧が 30.2％と最も高く、次いで脂質異常症が 19.2％、

糖尿病が 16.8％と続いており、生活習慣病予防のため、健康診査や保健指導を積極

的に推進する必要があります。 

○ 医療の受診状況を見ると、入院においてはがんや循環器系の疾患、外来において

はがんの他、糖尿病、腎不全、高血圧症等で受診する人が多い状況にあります。生活

習慣の改善や若い世代からの健康診査の定着化を図り、生活習慣病の発症予防と重

症化予防に取り組む必要があります。 

○ 令和４年度の特定健康診査の受診率は 26.4％と低迷しています。健診の必要性に

ついての啓発や受診しやすい環境づくりを推進するなど、一層の受診率向上に取り

組む必要があります。 

○ 健康診査の結果、要指導や要精密検査の指摘を受けても適切な指導に基づいた対

応がなければ、疾病の原因となる因子が顕在化、重篤化する恐れがあります。特に、

糖尿病については糖尿病性腎症を引き起こす可能性が高く、人工透析への移行が課

題となっています。そのため、健康診査後の指導を強化し、重症化予防が必要です。 

 

水戸市の主要死因別割合 2021(令和３)年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和３年茨城県人口動態統計 

  基本方針２ 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

１ 生活習慣病の発症予防と重症化予防 
基本 
施策 

現況と課題 
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○ 定期的な健康診査受診と健康状態の把握 

○ 発症リスクを高める生活習慣に関する普及啓発 

  ○ 危険因子である肥満、運動不足、偏った食事等の生活習慣の改善 

  ○ 予備軍・有病者の早期発見と保健指導や治療への円滑な移行 

  ○ 糖尿病有病者の治療継続と合併症の発症予防 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

メタボリックシンドローム該当者及び予備軍

の割合 

28.8％ 

（令和４年度） 
25％ 

健診を受けている人の割合の増加 73.9％ 80％ 

健診の結果を受けて、保健指導を受けた人の

割合 
47.3％ 60％ 

国保の特定健康診査を受けている人の割合 
26.4％ 

（令和４年度） 
45％ 

国保の特定保健指導を受けた人の割合 
11.8％ 

（令和４年度） 
50％ 

健康寿命の延伸 

男性 79.90 歳 

女性 83.35 歳 

（令和４年度） 

平均寿命を上回る

健康寿命の増加 

ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）を認知している

人の割合 
29.4％ 60％ 

  ※特定健康診査と特定保健指導の現状値は、令和４年度実績値 

 

 

 

主な取組 具体的な内容 

生活習慣病に関する正

しい知識の普及啓発 

・集団健診会場でのメタボリックシンドロームや生活習慣

病予防のための保健指導（再掲） 

・スポーツチームと連携した啓発環境づくり 

・集団健診会場でのＣＯＰＤの教育（再掲） 

生活習慣病の早期発見

及び重症化予防 

・小学４年生及び中学１年生の小児生活習慣病予防検診 

・人間ドック、脳ドックへの助成金 

・生活習慣病予防健診の実施 

・若い世代に対する健診の受診勧奨 

・健診異常値放置者に対する医療機関受診勧奨 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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・受診行動適正化指導 

・健診要指導者対象の生活習慣病予防教室、腎臓病予防教

室の開催 

特定健康診査の推進 

・関係団体との連携による受診勧奨 

・土日・夜間実施など、働く世代や女性が健診を受けやす

い環境づくりの推進 

・ナッジ理論を用いた通知による特定健康診査未受診者へ

の受診勧奨 

・個人の医療機関受診結果による情報提供（みなし健診）

事業 

特定保健指導の充実 

・ＩＣＴを活用した特定保健指導 

・集団健診会場での当日面接による特定保健指導の実施 

・スポーツクラブと連携した運動教室などと組み合わせた

保健指導 

・インセンティブを設けた魅力ある保健指導 

市医師会等との連携に

よる腎臓病予防対策の

推進 

・新規人工透析患者を減らすため、市医師会と連携した、

医療機関への受診につなげる「腎臓を守ろう！みとネッ

トワーク事業」の実施 
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がんに対する知識や早期発見・早期治療の重要性についての啓発強化と、一層の受診

率向上策に取り組み、市民の命と健康を守る検診事業を推進します。 

 

 

○ 全国的に死因の第１位は悪性新生物(がん)となっており、がんの早期発見・早期治

療が重要となります。 

しかしながら、本市のがん検診受診率は、国の目標値を大きく下回っています。そ

のため、若い世代からのがんについての正しい知識の普及啓発を強化し、関係団体

と連携しながら、一層の受診率向上に取り組む必要があります。 

  ○ がん検診で、「要精密検査」となった者への受診勧奨を行っているが、大腸がんと

胃がん検診の精密検査受診率が低いため、さらなる対策が必要です。 

  ○ がん検診については、引き続き、市医師会や県総合健診協会と連携しながら、精

度が高く、効果的な検診体制づくりに取り組むことが必要です。 

 

 

 

水戸市のがん部位別死亡割合 2021(令和３)年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和３年茨城県人口動態統計 

 

 

 

 

 

２ がん対策の推進 
基本 
施策 

現況と課題 
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○ がんのリスクを高める生活習慣の改善と予防に関する普及啓発 

  ○ がんの早期発見と要精密検査者への受診勧奨 

 

 

  令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査結果 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

胃がん検診を受けた人の割合 36.9％ 

52％ 

肺がん検診を受けた人の割合 44.1％ 

大腸がん検診を受けた人の割合 38.1％ 

乳がん検診を受けた人の割合 39.2％ 

子宮頸がん検診を受けた人の割合 43.2％ 

 

水戸市が実施しているがん検診の受診率 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

胃がん検診受診率 6.7％ 

20％ 

肺がん検診受診率 13.8％ 

大腸がん検診受診率 11.9％ 

乳がん検診の受診率 11.4％ 

子宮頸がん検診受診率 6.6％ 

※水戸市がん検診の現状値は令和４年度の実績値。対象者は、各がん検診の対象年齢の 69 歳

までの国保被保険者 

 

 

主な取組 具体的な内容 

がんに対する正しい知識の

普及啓発 

・小中学校等におけるがん教材を活用した授業や、が

ん教育講演会の開催 

・がん予防推進員による普及啓発 

ターゲットを絞ったがん予

防対策の推進 

・女性特有のがん対策の推進 

・子宮頸がん、乳がん検診の開始年齢及び好発年齢に

対する無料クーポン等の送付（再掲） 

・40 歳代へリスク層別化検査や内視鏡検査を組み合わ

せた検診の実施 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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・個別による禁煙支援や肺がん予防対策の推進 

・医師会等と連携した精密検査受診率向上の取組 

・子宮頸がんワクチン予防接種の勧奨（再掲） 

・中学３年生に対するピロリ菌検査の実施 

受診しやすい環境づくり 

・各種広報媒体による受診勧奨 

・事業者と連携した受診勧奨 

・９月のがん征圧月間、10 月のがん検診推進強化月間

における取組 

・効果的ながん検診体制づくりの整備 

・検診無料クーポン等の拡充 

・がんに関する相談支援 

・「いばらきみんなのがん相談室」の周知 

・県が実施している、若年のがん患者に対する、福祉

用具の購入や貸与を受けた費用を助成する事業「若

年患者療養生活サポート事業」の周知 

・がん患者及びその家族への相談支援体制の充実や療

養生活の質の向上を図ることを目的に、がん体験者

の協力を得て県が行う、ピアサポート事業の周知 
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日頃からの食ヘの意識が生涯の健康につながります。普段から栄養バランスに配慮した

食事をとり、適正体重を維持するよう心掛けることが必要です。子どもの頃から、ゆっく

りよくかんで食べる、朝ご飯をとるといった食に関する正しい習慣を身につけることは、

生涯にわたり、健全な食生活を送るための礎になります。 

 

 

○ 朝食をほとんど食べないと回答した小学５年生が 2.6％、中学２年生が 3.1％いるた

め、朝食を毎日食べることが、基本的な生活習慣を身につけるため、欠食をなくすこ

とが重要です。 

○ ３歳児の保護者の子どもの食育で重要だと思うことは、「みんなで食事をする楽しさ

を知る」が最も高く 80.6％となっています。家族とともに食事を楽しむことは、食や

生活の取得する機会になるため重要です。 

○ 20 歳以上の世代において、朝食をとる人や、バランスのとれた食事がとれている人

は、若い世代ほど少ない傾向にあります。そのため、特にこの世代における食育を推進

する必要があります。 

 

 

朝食を食べている者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

家族と夕食をとる者の割合 

 

 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

１ 生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進 
基本 
施策 

  基本方針３ 生涯にわたる食育の推進 

現況と課題 

３歳児

小学５年生

中学２年生

91.8

72.0

60.6

3.8

8.7

12.9

1.3

4.8

10.8

0.9

2.9

3.1

2.2

11.6

12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほとんど毎日 週４～５日 週２～３日 ほとんどない 無回答

３歳児

小学５年生

中学２年生

94.4

88.1

85.2

2.5

4.2

5.8

1.6

3.9

2.8

1.3

2.6

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほとんど毎日食べる 週４～５日食べる 週２～３日食べる ほとんど食べない 無回答
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○ 子どもの基本的な生活習慣の形成 

○ 望ましい食習慣や知識の習得 

○ 家庭における共食等の食育推進 

  ○ 保育所・幼稚園等や学校における食に関する指導の充実 

 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

食育への関心のある者の割合 73.2％ 90％ 

朝食を「ほとんど食べない」人

の割合 

３歳児 1.3％ 0％ 

小学生 2.6％ 0％ 

中学生 3.1％ 0％ 

20 歳代及び 30 歳代 18.9％ 15％ 

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１日２回以上

ほぼ毎日食べている者の割合（再掲） 
50.9％ 55％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

健康的な食生活の推進 

・トライ離乳食教室の開催 

・行事食や郷土料理のレシピ紹介 

・保育所・幼稚園等における食育の推進 

・学校給食をとおした食育の推進（再掲） 

・家庭における食育の推進 

・食育に関するホームページの充実 

・減塩、野菜摂取の普及啓発 

・高血圧予防教室の開催 

・若い世代への食育を推進するための新たな情報提供 

・一人暮らしの若者を対象とした、簡単レシピの配信 

・忙しい子育て世代等を対象とした、おいしく簡単にでき

る料理の情報提供 

・共食や食を通じたコミュニケーションの大切さ、朝食摂

取の重要性の普及啓発 

食への関心を高める料理

教室の開催 

・子育て支援・多世代交流センターで開催される料理教室 

・食生活改善推進員による料理教室の開催（再掲） 

・市場で開催される料理教室 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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・市民センターで開催される料理教室 

大学と連携した食育の推

進 

・小中学校等に向けた、学生食育サポーターの活用 

・学生によるアイデアを活用した、食育の情報発信 
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健全な食生活を送るには、持続可能な環境が不可欠です。食育の取組を進めていく中で、

食を支える環境の持続に資する取組を推進します。 

 

 

○ 食育に関心がある人の割合は、約７割にとどまっています。健全な食生活を支える

ためにも、食に関する持続可能な環境が必要不可欠であり、そうした環境づくりに寄

与するためにも、食に関する幅広い情報提供を行うとともに、市民が食に関する体験

活動等を通じて、食の在り方を考える機会の提供を行う必要があります。 

○ 食に関して学びたいことで、小学５年生は、「料理の作り方」が 59.2％と最も高く、

次いで「食の安全（選び方・保存・調理方法など）」が 9.3％となっています。中学２

年生は、「料理の作り方」が 48.3％と最も高く、次いで「水戸市や茨城県の特産品や食

文化」が 9.2％となっています。 

 

 

食に関する関心の割合 

 

 

 

 

  小５ 

  中２ 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 生産者との消費者との交流促進 

  ○ 持続可能な食につながる環境に配慮した消費の推進 

○ 学校給食における地場産物の活用や郷土料理等の導入 

  ○ 多様な主体による地産地消の推進 

  ○ 食品ロス削減を目指した取組の促進 

  ○ 商品の安全性に関する知識の普及促進 

２ 持続可能な食を支える食育の推進 
基本 
施策 

現況と課題 

施策展開の方向 

59.2

48.3

7.7

5.2

9.3

7.1

8.0

9.2

6.1

8.9

0.6

1.5

9.0

19.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

料理の作り方（おやつ作りを含む） 食べ物ができるまで（体験含む）

食の安全（選び方、保存・調理方法など） 水戸市や茨城県の特産品や食文化
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項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

水戸市や茨城県で生産された食材を買うように心がけ

ている者の割合 
39.1％ 60％ 

地場産物登録店舗「水戸美味（みとうま）」 80 店舗 100 店舗 

 

 

主な取組 具体的な内容 

農業体験等の推進 

・保育所、幼稚園等で行う芋ほりなどの農業体験 

・障害者や高齢者向けの農業体験  

・ふるさと農場区画農園や市民農園の活用促進 

・ふるさと農場で開催される野菜の作り方教室や収穫体験 

・小中学校等における「いきいきアグリメイト農業体験事業」 

・少年自然の家で開催される稲作体験 

生産者との交流促進 

・生産者との交流のある果樹収穫体験 

・農業祭の開催支援 

・公設卸売市場見学会の開催 

・朝市、みとっぽわくわく感謝祭の開催 

地産地消の推進 

・水戸の特産品の情報発信と消費拡大の推進 

・地場産物を使ったメニューのある店舗「水戸美味（みとうま）」   

 の拡充 

・地場農産物を活用した学校給食の推進 

食文化の継承 

・保育所・幼稚園等や学校給食において、季節ごとの行事に合

わせた献立や和食献立の作成 

・わら納豆の消費拡大を目指した「福藁プロジェクト」の推進 

食品ロスと食の安全 

・未利用食品を活用するための「きずなＢＯＸ」の利用促進 

・消費生活センターによる食品表示や食品ロスについての講座 

・農林産物の放射性検査 

・食品表示相談 

持続可能な食環境づ

くり 

・環境保全型農業の推進 

・有機農業の支援 

・オーガニック給食をとおした環境に配慮した食の啓発 

 

目標指標 

具体的取組 
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健康づくりは、行政だけでなく、多様な主体との連携が必要です。幅広い分野の関係機

関や関係団体、大学、事業者、住民組織などとの連携により、社会全体で健康都市づくりを

推進します。 

 

 

○ 健康都市づくり進めるためには、事業者や大学等と連携し、市民の健康づくりに資

する取組を展開していくことが必要です。 

○ 本市が令和２年に「元気な明日を目指す健康都市」を宣言したことを知っている者

の割合は 16.7％であり、今後、一層周知に努めるとともに、市民、地域、事業者、関

係団体、行政が一体となって市民の健康づくりに取り組むことが必要です。 

○ 市民の健康づくりを応援する事業として、みとちゃん健康マイレージ事業の周知拡

大が必要です。 

 

 

水戸市が健康都市宣言をしたことを知っている者の割合 

 

 

 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 

 

 

 

○ 社会全体による健康都市づくりの推進 

○ 事業者や関係団体等の自発的な健康づくり活動の推進 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

事業者と連携した健康づくり事業 15 件 20 件 

みとちゃん健康マイレージ参加者数 1,042 人 1,500 人 

 

  基本方針４  市民の健康を支えるための環境づくりの推進 

現況と課題 

目標指標 

１ 地域団体や事業者との健康まちづくりの推進 
基本 
施策 

施策展開の方向 

16.7 82.3 1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答
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主な取組 具体的な内容 

健康都市づくりの推進 

・健康都市宣言の取組の推進 

・市民一人一人の健康意識に対する機運の醸成 

・水戸市特有の健康課題やそれに対する健康づくりに関

する情報の発信 

民間企業や関係団体と連携

した健康づくりの推進 

・みとちゃん健康マイレージ事業の普及促進 

・茨城県央地域ウエルネス推進協議会におけるＩＣＴを

活用した健康づくり事業の推進 

・「みと健康川柳」による健康意識の啓発 

・熱中症対策アンバサダー養成講座の開催 

・睡眠などの健康づくり講座の開催 

大学と連携した健康づくり

の推進 

・医療データ分析 

・医師による健康教室の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具体的取組 

１ 自分の体力に応じた運動やスポーツに取り組みます 

２ 地元食材を取り入れたバランスの良い食事を取ります 

３ 定期的に健康診断を受診し、病気の予防や早期発見・早期治療に努めます 

４ ていねいに歯をみがき、定期的に歯科検診を受診します 

５ 禁煙や適度な飲酒量を心がけます 

６ 積極的に生きがいを見つけます 

７ 十分な睡眠とストレスの解消に努め、こころにゆとりのある生活を送ります 

健康都市宣言の７つの取組 
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市民の主体的な健康づくりを推進するためには、地域で支える環境づくりが必要です。

地域に根ざした健康づくりボランティアの育成などに取り組みます。 

 

 

○ 健康で、かつ医療費の少ない地域の背景には、「よいコミュニティ」があることが指

摘されています。地域や組織に根ざした信頼やネットワーク等の社会関係資本（ソー

シャルキャピタル）を活用した、共に支え合う環境の整備が必要です。 

  社会的なつながりを持つことは、精神的健康、身体的健康、生活習慣、死亡リスク等

によい影響を与えることが分かっています。 

○ 自分は健康だと思っている人の割合は 80.3％で、前回より 3.6 ポイント上昇しまし

た。 

○ 市民の主体的な健康づくりを支援するためには、健康づくりを担う指導者やボラン

ティア等の人材の育成し、活動を推進していくことが必要です。 

 

 

  ○ 健康づくりを目的とした地域活動の活性化 

  ○ 健康ボランティアの育成・地域活動の推進 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

自分は健康だと思っている人の割合 80.3％ 85％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

地域で支える健康づく

り 

・地域の交流を通して健康づくりを行う「いきいき健康クラ

ブ」の開催（再掲） 

・高齢者クラブや福寿のつどい等地域での交流促進（再掲） 

・住民が開催する「元気アップステップ運動教室」の支援（再

掲） 

・地域における共食活動の推進（再掲） 

地域保健活動の推進 
・保健推進員や食生活改善推進員の育成及び保健活動の推進 

・がん予防推進員による普及啓発活動（再掲） 

 

 

 

２ 健康を地域で支えるまちづくり 
基本 
施策 

現況と課題 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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幅広い世代の方に、健康づくりに関心を持ち、取り組むことができるよう、ＩＣＴ等の

デジタル技術を活用するとともに、事業者や大学等と連携し、エビデンス（科学的根拠）や

データも活用しながら、様々な健康づくり支援の仕組みづくりを進めます。 

 

 

○ 健康づくりにＩＣＴを活用している割合は、約２割にとどまっていますが、デジタ

ル技術を積極的に活用することで、より効果的・効率的に健康増進の取組を進めるこ

とができると考えられるので、デジタル格差を生まないよう留意しつつ、ＩＣＴを活

用した健康づくりを推進していく必要があります。 

○ どのような健康づくりにＩＣＴを利用しているかでは、歩数が最も高く、次いで体

重、心拍数、消費カロリーと続きます。 

○ 水戸市を中心とした９つの市町村で組織された、茨城県央地域ウエルネス推進協議

会において、ＩＣＴを活用した健康づくりのための社会実験を行広域的に実施してい

ます。 

 

 

  ○ スマートフォンやウェアラブルを活用した健康づくりの推進 

  ○ ＰＨＲの利活用を推進し、医療情報サービスや健康づくり施策の展開・検討 

 

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

社会実験の件数（ＩＣＴを活用した健康づくり事業） ２件 ７件 

 

 

主な取組 具体的な内容 

ＩＣＴを活用した健

康づくりの推進 

・みとっこ子育て応援アプリの利用促進 

・健康診査等のＷＥＢによる予約システムの拡充 

・オンラインミーティングツールを活用した健康相談の推進 

・ＩＣＴを活用した個人の健康づくりの支援 

・茨城県央地域ウエルネス推進協議会におけるＩＣＴを活用

した健康づくり事業の推進（再掲） 

ＰＨＲを活用した施

策の展開 
・医療、保健、福祉と連携したデータ基盤づくりの検討 

 

３ デジタル技術を活用した環境の整備 
基本 
施策 

現況と課題 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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 本計画の目指す姿の実現のため、市や事業者、地域、市民等が協働し、それぞれ次のよう

な役割を果たしながら、計画の推進を図ります。 

 

 (１) 水戸市の役割 

健康づくりに必要な知識の普及啓発に努めるとともに、各種教室やイベントを開催

するなど、市民の健康意識の向上を図ります。 

また、生活習慣病の予防と重症化予防のため、関係団体と連携しながら健診の受診勧

奨や保健指導を積極的に行います。 

 

(２) 関係機関や団体の役割 

    保健、医療、福祉、教育をはじめとする関係機関・団体等は、その専門性を生かして、

行政や地域と連携しながら、市民の健康づくりを支援します。 

 

(３) 事業者の役割 

     事業者のもつノウハウやツールを活用し、行政と連携を図りながら、市民が取り組み

やすい健康づくりを推進します。 

 

 (４) 地域の役割 

       地域で市民が主体的に取り組む健康づくりに積極的に参加します。 

保健推進員や食生活改善推進員等の地域での取組を活性化します。 

 

(５) 市民の役割 

   健康的な生活習慣、健康について正しい知識、また、自らの健康状態を把握するた

め、定期的な健診を受ける習慣を身につけます。 

 

 

  

第５章  

推進体制と進行管理 

  １ 推進体制 
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本計画の推進に当たっては、各施策の進捗状況を把握し、Ｐｌａｎ（計画の策定・見

直し）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（改善）によるＰＤＣＡサイ

クルにより進行管理を行います。 

    具体的には、水戸市健康づくり推進協議会において、本計画の進捗状況を検証・評

価して本計画の施策を推進します。 

 

計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    本計画は、ＳＤＧｓの視点を踏まえ、市民一人一人が自らの健康状態を把握し、健

康づくりに取り組むことに対して支援するため、様々な施策を講じるものです。 

 

 

   

  ２ 進行管理 

１ 計画 

 

●水戸市健康増進・食育推進

計画（第３次）の策定 

●必要に応じた改定 

２ 実行 

 

●計画の内容を踏まえ、各事

業を実施 

３ 評価 

 

●水戸市健康増進・食育推進

計画（第３次）の実績調査 

●水戸市健康づくり推進協議

会への報告 

４ 改善 

 

●実績等を踏まえ、必要に応

じて施策の見直し 

Do Plan 

Action Check 

  ３ ＳＤＧｓとの関連について 



 

 

 

 

 

水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次） 

（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水戸市 

 

  

よい歯でつくる健康都市みと 

～からだの健康は歯と口の健康から～ 

第２回水戸市健康づくり推進協議会 

令和５年 11 月 30 日(木) 

保 健 医 療 部 地 域 保 健 課 
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人生 100 年時代を迎え、高齢化の進行や生活習慣の変化など、社会環境が大きく変化す

る中で、歯と口腔の健康が、生活の質の向上に寄与するとともに、全身の健康との関連が

あることから、歯と口腔の健康づくりを強化していくことが重要です。 

国においては、令和６年度から開始される「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（第

２次）（歯・口腔の健康づくりプラン）」において、全ての国民にとって健康で質の高い生活

を営む基盤となる生涯を通じた歯科口腔保健を実現することを目的に、個人のライフコー

スに沿った歯と口腔の健康づくりを展開することとしており、県においても、第４次健康

いばらきプランを策定したところです。 

本市においては、2014（平成 26）年度に、県内市町村では唯一、単独の歯科保健計画と

なる水戸市歯科保健計画を策定しました。本計画から健康における歯科口腔保健の重要性

を踏まえ、水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次）と名称を変更することとしました。 

本計画は、国、県の動向や、市民の意向、ＳＤＧｓの理念等を踏まえるとともに、水戸市

第７次総合計画や関連計画との整合を図りながら、生涯にわたる歯と口腔の健康を目指し

策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画策定の基本的事項 

  1 計画策定の趣旨 



2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024（令和６）年度から 2028（令和 10）年度までの５年間とします。 

※社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

  ２ 計画の位置付け 

水戸市第７次総合計画 

水戸市歯科口腔保健推進計画(第３次) 

・水戸市健康増進・食育推進計画 

・水戸市子ども・子育て支援事業計画 

・水戸市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 等

関連計画 

 

 
茨城県 

第４次健康いばらき 21 プラン 

 

 
国 

健康増進法 

健康日本 21（第三次） 

 

歯科口腔保健の推進に関する法律 

歯・口腔の健康づくりプラン 

  ２ 計画の期間 

第 1次 

2014(平成 26)年度～ 

2018(平成 30)年度 

第２次 

2019(平成 31)年度～ 

2023(令和５)年度 

第３次 

2024(令和６)年度～ 

2028(令和 10)年度 
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(1) 乳幼児期(０～６歳) 

 ① むし歯の状況 

むし歯のない３歳児の割合は、国・県と比べて低くなっていますが、改善の傾向

にあります。 

 

図 1 むし歯のない３歳児の割合の推移 

 

出典：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」、水戸市歯科健康診査結果 

  

第２章 水戸市の現状と課題 

  1   歯科口腔保健を取り巻く状況 
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図２ １人平均むし歯数の推移(１歳６か月児・２歳児・３歳児) 

 

出典：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」、水戸市歯科健康診査結果 

 

② フッ化物塗布 

３歳までにフッ化物塗布を受けた経験のある幼児の割合は、80％前後で推移してい

ます。 

 

図３ ３歳までにフッ化物塗布を受けた経験のある幼児の割合 

 

出典：水戸市３歳児健診問診票  
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 (2) 学齢期(７～15 歳) 

① むし歯の状況 

  永久歯の生えそろう中学１年生では、むし歯のない割合は 74.6％です。 

また、小学５年生以降は、処置完了者の割合が未処置歯のある者の割合を上回ってい

ます。 

 

図４ むし歯のない者、処置完了者、未処置歯のある者の割合(2022(令和４)年度) 

 

※四捨五入をしているため、計と内訳が一致しない場合がある 

出典：水戸市児童生徒健康診断結果 

 

永久歯の一人平均むし歯数は、学年が上がるにつれて増加しています。 

 

図５ 永久歯の１人平均むし歯数(2022(令和４)年度) 

 

出典：水戸市児童生徒健康診断結果 
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(3) 青年期～高齢期(16 歳以上) 

① 年代別の歯の本数 

28 本すべての歯を有している人の割合は、20 歳代と 30 歳代では 70％以上ですが、

40 歳代になると 57.1％に減少します。24 本以上の歯を有している人は 20 歳代、30

歳代、40 歳代では 90％以上ですが、50 歳代から年代ごとに低下しています。 

 

図６ 年代別歯の本数 

 

出典：令和４年度水戸市歯科保健に関するアンケート調査 

 

② 歯周病の状況 

40 歳・50 歳・60 歳・70 歳の節目年齢の方が対象となる成人歯科健診において、所

見ありの割合は 66.5％と、所見なしの割合を上回っています。 

 

図７ 水戸市が実施した成人歯科健診で歯周炎等の症状がある者の割合 

 

出典：令和４年度水戸市成人歯科健診  
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③ 歯や口腔についての悩みや気になること 

「ものがはさまる」との回答が 47.8％と最も多く、次いで「歯が痛んだり、しみた

りする」との回答が 25.8％、「気になることは何もない」との回答が 20.8％でした。 

 

図８ 歯や口腔について悩みや気になることの割合 

 

出典：令和４年度水戸市歯科保健に関するアンケート調査 

 

④ 歯や口腔の健康のために行っていること 

ほぼ行っているという回答が最も多かったのは、「１日１回は丁寧に歯磨きする」の

88.0％である一方、ほとんど行っていないという回答が最も多かったのは、「定期的に

歯科健診を受ける」の 40.4％でした。 

 

図９ この１年間で歯や口腔のために行ったことの割合 

 
出典：令和４年度水戸市歯科保健に関するアンケート調査  
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⑤ 歯・口腔の状態と全身の健康状態の関係 

「口腔内環境の悪化が認知機能低下に影響する」、「喫煙することで歯周病にかかり

やすくなる」については、知っている人の割合が 50％以上ですが、「歯周病と糖尿病に

は関連性がある」については、知らない人の割合が 51.7％と半数を超えています。 

 

図 10 歯・口腔の状態と全身の健康状態の関係について知っている者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度水戸市歯科保健に関するアンケート調査 
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(4) 妊婦 

① 妊娠中の歯科健診の受診状況 

妊娠中に歯科健診を受けた人は 71.4％です。 

なお、「いいえ」と答えた方の理由としては、「忙しくて時間がなかった」という回答が

64.1％と最も多くなっています。 

 

図 11 妊娠中に歯科健診を受けた者の割合 

 

出典：令和４年度水戸市歯科保健(妊娠期)に関するアンケート調査 

 

図 12 妊娠中に歯科健診を受けなかった理由(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度水戸市歯科保健(妊娠期)に関するアンケート調査 
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第２次計画に掲げた目標指標とアンケート結果等による値の比較については、以下のとお

りです。 

 

目標を達成した項目は、「むし歯のない３歳児の割合」、「むし歯のない中学１年生の割合」

等の６項目でした。改善している項目は、「中学 1 年生の一人平均むし歯数」や「定期的な歯

科健康診査を受ける人の割合」等の３項目でした。 

一方で、横ばい・悪化となった項目は「３歳までにフッ化物塗布を受けたことのある幼児

の割合」等の４項目でした。 

 

評価区分 評価基準 項目数 

Ａ 達成 進捗率 100 以上 ６項目 

Ｂ 改善 進捗率１以上 99 以下 ３項目 

Ｃ 横ばい・悪化 進捗率 0 以下 ４項目 

※進捗率の計算方法 （現状値―前回計画策定時の値）／（目標値―前回計画策定時の値）×100 

 

１ 乳幼児期(０～５歳) 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2017 

(平成 29)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

むし歯のない３歳児の割合 83.9％ 90.8％ 90％ Ａ 

３歳までにフッ化物塗布を受けたこ

とのある幼児の割合 
82.1％ 81.0％ 85％ Ｃ 

 

２ 学齢期・思春期(６～19 歳) 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2017 

(平成 29)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

むし歯のない中学 1 年生の割合 64.4％ 74.6％ 70％ Ａ 

中学 1 年生の一人平均むし歯数 0.78 本 0.53 本 0.5 本 Ｂ 

初期の歯肉炎(ＧＯ)のある中学 1 年生

の割合 
20.7％ 24.0％ 18％ Ｃ 

 

 

 

  

  ２   第２次計画の目標指標の達成状況 
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３ 青年期・壮年期(20～64 歳) 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2017 

(平成 29)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

64 歳で 24 本以上、自分の歯を持つ人

の割合 
73.7％ 76.8％ 75％ Ａ 

定期的な歯科健診を受ける人の割合 
27.7％ 

2018(平成 30)年度 
35.2％ 50％ Ｂ 

成人歯科健康診査を受ける人の割合 5.1％ 5.4％ 10％ Ｂ 

デンタルフロス(糸ようじ)や歯間ブラ

シを使用する人の割合 

25.4％ 
2018(平成 30)年度 

33.8％ 30％ Ａ 

喫煙が歯周病に及ぼす影響について

知っている人の割合 

61.8％ 
2018(平成 30)年度 

53.6％ 100％ Ｃ 

妊娠中に歯科健診を受けた人の割合 
53.7％ 

2018(平成 30)年度 
71.4％ 70％ Ａ 

 

４ 高齢期(65 歳以上) 

目標指標 
前回計画時 現状値 目標値 

達成 
状況 2017 

(平成 29)年度 
2022 

(令和４)年度 
2023 

(令和５)年度 

80 歳で 20 本以上、自分の歯を持つ人

の割合 
58.4％ 68.7％ 60％ Ａ 

日頃からよくかんで食べる人の割合 
32.4％ 

2018(平成 30)年度 
28.4％ 50％ Ｃ 
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(1) ヒアリングの目的 

本市の歯科口腔保健に関する現状と課題を把握するため、関係団体に対してヒアリン

グを実施しました。 

 

(2) ヒアリングの概要 

① 一般社団法人水戸市歯科医師会 

2023 年（令和５年）11 月 16 日 

主な意見 

・乳歯のむし歯の予防には、仕上げみがきのほか、食事や間食の与え方も重要であ

る。 

・大人が関心を持つことで、子どもにも良い影響をもたらすため、親世代への周知

啓発も重要である。 

・高校生へのアプローチは県所管のため、県と連携していく必要がある。 

・オーラルフレイルの概念は、高齢期にだけ重要なものではない。学齢期を含めた

低年齢からの周知啓発が必要である。 

・口腔機能の発達は、離乳食の段階から重要であるなど、生まれたときからの対応

が必要である。 

・歯周病が全身の疾患に関連することの重要性を計画に表記されたい。 

・医療、保健、介護などの多職種との連携による情報提供が必要である。 

・フッ化物の利活用を進めてほしい。 

 

② 水戸市食生活改善推進員 

2023 年（令和５年）11 月 17 日 

主な意見 

・子どもの頃に学んだことは大人になっても活かされるため、幼い頃からの正しい

知識の習得が必要である。 

・やわらかくて食べやすいものが多くなっているため、かむ力をつけることの重要

性を伝えていく必要がある。 

 

 

 

  

  ３ 関係団体ヒアリングの結果 
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(1) むし歯や歯周病などの歯科疾患を予防するための取組 

○ ３歳児の１人平均むし歯数は減少傾向にあり、むし歯のない３歳児の割合も目標

値である 90％※1を超えています。一方で、むし歯のない小学生の割合は全国と比べ

て低い状況であり、仕上げみがきをしなくなってくる年代に対してむし歯予防対策

に取り組む必要があります。 

○ 初期の歯肉炎や歯肉炎のある児童生徒の割合※2 が第２次計画策定時と比べて高く、

学齢期からの歯肉炎が青年期以降の歯周病に進行しないよう知識の普及・啓発を行

っていく必要があります。 

○ 青年期以降においても、成人歯科健診において歯肉出血や歯周ポケットなどの所

見がある人が 66.5％※3となっております。また、「糸ようじ(デンタルフロス)や歯間

ブラシを使う」ことをほぼ行っている人の割合は 33.8％※4と「１日１回は丁寧な歯

みがきをする」ことをほぼ行っている人の割合である 88.0％※4 と比べて低いため、

むし歯や歯周病予防のために歯間清掃用具の使用を促進していく必要があります。 

 
※1  P3  図 1 むし歯のない３歳児の割合 
※2  P22  グラフ 小中学年別 歯周疾患要観察者と歯周疾患がある者の割合 

※3  P6  図７ 水戸市が実施した成人歯科健診で歯周炎等の症状がある者の割合 
※4  P7  図９ この１年間で歯や口腔のために行ったことの割合 

 

(2) 歯科健診の受診率の向上のための取組 

○ 青年期以降は、学齢期までとは異なり、自主的に歯科健診を受ける必要がありま

す。歯科疾患の予防や、早期発見及び早期治療のためには、定期的な歯科健診が有効

であるため、その必要性を周知し、関係機関等と連携しながら定期的な歯科健診の受

診率向上につながる環境づくりに努める必要があります。 

 

(3) 口腔機能の発達、維持・向上のための取組 

○ 口腔機能の発達、維持・向上のため、よくかむことは重要です。「よくかんで食べ

ている」人の割合は、幼児期、学齢期ではおよそ 50％程度※5 ですが、20 歳以上で

は 28.4％※6と低い状況です。 

○ 口腔機能を維持することは、高齢期における低栄養やフレイル、誤嚥性肺炎の予

防につながります。「よくかむこと」の重要性について、乳幼児期から継続的に周知

し、習慣づけていく必要があります。 

 
※5  P29  目標指標 
※6  P7  図９ この１年間で歯や口腔のために行ったことの割合 

 

 

  ４ 水戸市の課題 
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歯と口腔の健康を維持することは、全身の健康にもつながります。本計画では、市民

が生涯にわたり歯と口腔の健康を維持し、誰もが元気に食事や会話が楽しめるよう、

目指す姿を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 計画の基本的方向 

よい歯でつくる健康都市みと 

～ からだの健康は歯と口の健康から ～ 

  １ 目指す姿 
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本計画では、目指す姿の実現に向け、２つの基本方針を定め、各種施策を展開していく

ものとします。 

 

(1) 歯科疾患の予防 

むし歯、歯周病等の歯科疾患について、予防の重要性を普及啓発するとともに、乳幼

児期、学齢期、歯科疾患にかかりやすい妊産婦である期間を含む成人期、高齢期ごとの

特性を踏まえた予防施策を推進します。また、生涯にわたって定期的に歯科健診を受け

ることが、歯と口腔の健康だけでなく、全身の健康に大きく寄与することから、関係団

体と連携しながら受診促進に取り組みます。 

  例）・むし歯  ・歯周病  ・口腔清掃  ・フッ化物応用 

    ・運動時等に生じる歯の外傷への対応方法 ・根面う蝕 

 

 

(2) 口腔機能の獲得及び維持・向上 

乳幼児期から高齢期までライフステージごとの特性を踏まえた口腔機能の獲得、維持、

向上に取り組みます。特に、成人期からの口腔機能の低下による影響や、オーラルフレ

イル（口腔機能の衰えが心身の機能低下につながるという考え方）などについて普及啓

発し、必要に応じて歯科保健指導または治療につなげる取組を推進します。 

  例）・口腔・顎・顔面の成長発育（不正咬合、歯並び） 

    ・口腔機能の獲得に悪影響を及ぼす習癖の除去（呼吸、かみぐせ等） 

・嚥下機能 

 

 

 

 

  

  ２ 基本方針 
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基本方針 
基本施策 

ライフステージ・ライフコース 

目指 

す姿 

基本方針１ 

歯科疾患の予防 

基本方針２ 

口腔機能の獲得及

び維持・向上 

１ 健全な歯と口腔育成 

乳幼児期 ０～６歳 

２ 健全な歯と口腔の育成 

   学齢期から青年期 ７～19 歳 

１ 適切な口腔機能の獲得 

   幼児期から青年期 ０～19 歳 

３ 健全な歯と口腔の維持 

   成人期から壮年期 20～44 歳 

４ 歯の喪失防止 

   中年期から高齢期 45 歳以上 

５ 妊産婦の歯科疾患の予防 

２ 口腔機能の維持及び回復 

   成人期から高齢期 20 歳以上 

  ３ 施策の体系 
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計画に位置付ける各種施策のうち、主な課題等に対応するため、次の２つの施策を重

点的に取り組む事項として推進します。 

 

１ 定期的な歯科健診の推進 

   歯を長く維持するためには、歯科疾患の予防、早期発見及び早期治療につなげる、定期

的な歯科健診を受けることが重要です。 

そのため、関係機関・関係団体等と連携し、ライフステージに応じた歯科健診として、

幼児歯科健診、妊婦歯科健診、成人歯科健診、後期高齢者歯科健診の受診勧奨を図り、歯

と口腔の健康づくりを推進します。 

 

目標指標 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

定期的な成人歯科健診を受診する者の割合 

（アンケート値） 
35.2％ 50％ 

市が実施している成人歯科健診の受診率 

（40 歳、50 歳、60 歳、70 歳） 
5.4％ 30％ 

 

 

２ オーラルフレイル予防対策の推進 

老化の初期のサインとも言われるオーラルフレイルの予防対策を早い段階から行うこ

とが重要です。  

歯と口腔の機能が衰えると、食べる量や話すことが減るだけでなく、低栄養やフレイル

（心身の虚弱）につながります。また、こころの健康や社会参加においても、「話す」「食

べる」「表情をつくる」などの口腔機能を維持することが大切です。 

そのため、各種広報媒体や健康教室等を通し、オーラルフレイルや口腔機能低下症など

の普及啓発を行うとともに、オーラルフレイルの症状が見られたときは、適切な歯科保健

指導や必要な治療につなげるなど、オーラルフレイルの予防対策を推進します。 

 

目標指標 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

オーラルフレイルを知っている者の割合 25.7％ 60％ 

60 歳で 24 本以上の自分の歯を持つ者の割合 86.1％ 90％ 

 

  ４ 重点的に取り組む事項 
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(1) 健全な歯と口腔の育成 乳幼児期（０～６歳） 

 

乳幼児期は、歯や口腔の健康を保つために適切な生活習慣を獲得することが重要です。

乳幼児の成長発達に合わせた、むし歯の予防やかむ力の育成など、正しい情報を提供する

とともに、歯科健診の受診勧奨に取り組みます。 

 

 

○ ３歳児の１人平均むし歯数は減少傾向にあり、むし歯のない３歳児の割合も目標値

である 90％を超えています。一方で、むし歯のない小学生の割合は全国と比べて低い

状況であり、仕上げみがきをしなくなってくる年代に対してむし歯予防対策に取り組

む必要があります。 

○ ３歳児の 89.9％は、親が仕上げみがきをしているが、その後年齢があがるにつれ、

むし歯の罹患率が増加していることから、仕上げみがきの必要性について保護者が認

識し、実践することが重要です。 

○ 定期的に歯科医院に行っている３歳児は 36.8％であるため、かかりつけ歯科医をつ

くり、定期的な歯科医院での歯科口腔の状態を確認する習慣が必要です。 

○ ３歳児健康診査時の歯科健診でのむし歯罹患率が、年々低下しており、保護者の子

どもの歯科に対する意識が高くなってきています。引き続き、妊婦教室や両親学級な

どでの知識の普及啓発が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水戸市 子育て支援課 

第４章 施策の展開 

  基本方針 1 歯科疾患の予防 

現況と課題 

96.5
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H15年度 H20年度 H25年度 H30年度 R4年度

むし歯のない幼児の割合の推移

1歳6か月児健康診査 2歳児歯科健康診査 3歳児健康診査
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出典：茨城県幼児歯科健康診査実施状況 

 

 

 

  ○ 乳歯のむし歯予防のため、仕上げみがきの重要性に関する知識の普及啓発 

  ○ むし歯が感染症であることを知っている保護者が増加するよう普及啓発 

  ○ 乳幼児健診時に、幼児の口腔衛生についての普及啓発 

  ○ 定期的な歯科健診の重要性についての普及啓発 

  ○ 不正咬合を含めた歯科疾患予防のため、歯科と口腔の発達にあわせた健康教育 

  ○ むし歯予防のためのフッ化物の活用促進 

 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

むし歯のない３歳児の割合 90.8％ 95％ 

３歳までにフッ化物塗布を受けたことのある幼児の割

合 
81.0％ 85％ 

 

  

72.4
74.2

74.7

78.4
80.1

68.3
71.9

75.0
77.0

78.8

57.9

65.8

68.3 68.0

73.5

57.6

62.8

66.9

69.5

71.8

55

60

65
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85

H30 R1 R2 R3 R4

むし歯のない４歳児・５歳児の割合の推移（水戸市）

4歳児市 4歳児県 5歳児市 5歳児県

目標指標 

施策展開の方向 
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主な取組 具体的な内容 

乳歯のむし歯予防に関す

る知識の普及啓発 

・両親学級やめだか教室等における、乳歯のむし歯予防の

普及啓発 

・「親と乳幼児のお口の健康」をテーマとした出前講座の

開催 

・子育て支援・多世代交流センターで開催される、歯科医・

歯科衛生士による講座の開催 

・保育所・幼稚園等の「保健だより」による歯と口腔の健

康づくりに関する家庭への情報提供 

乳歯に関する相談 

・育児相談における、月齢に応じた家庭でのむし歯予防の

取組等についての歯科相談 

・７か月育児相談開催時における、むし歯予防の普及啓発 

歯科健診の実施 

・１歳６か月健診、２歳児歯科健診、３歳児健診時での歯

科健診の実施 

・定期的な保育所・幼稚園等での歯科健診の実施 

・就学時の健康診断における歯科健診の実施 

・保護者へ健診結果をお知らせ及び必要に応じた受診勧 

 奨 

フッ化物を活用した歯科

予防対策の推進 

・２歳児歯科健診時のフッ化物塗布の実施 

・家庭でできるフッ化物の効果と活用についての普及啓

発 

歯科保健研修の実施 
・市歯科医師会と連携した、保育士、幼稚園教諭等を対象

とした、歯科保健研修の開催 

保育所・幼稚園等でのむし

歯予防の推進 

・食後の歯みがき習慣の定着促進を目的とした、昼食後の

歯みがきの実施 

・歯の大切さを伝える絵本や紙芝居の読み聞かせ等の実

施 

保育所・幼稚園等で食育と

一体的な歯科保健の推進 

・食育や昼食時の指導等を通じた、よくかんで食べる習慣

の定着の促進 

 

 

  

具体的取組 
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(２) 健全な歯と口腔の育成 学齢期から青年期（７～19 歳） 

 

学齢期は、乳歯が永久歯に生え変わる時期にあります。また、中学生になると永久歯の

完成期にあたる一方で、歯周疾患の初発がみられる時期でもあるため、むし歯予防と歯周

病予防に取り組みます。 

 

 

○ 初期の歯肉炎や歯肉炎のある児童生徒の割合が第２次計画策定時と比べて高く、学

齢期からの歯肉炎が青年期以降の歯周病に進行しないよう知識の普及啓発を行ってい

く必要があります。 

○ 本市のむし歯のない児童生徒の割合は、年々改善傾向にありますが、小学生におい

ては、全国平均を下回っており、引き続き、正しい歯のみがき方などを身につける必要

があります。 

○ 小学３年生から中学２年生の４人に１人は、歯周疾患要観察者か歯周疾患があるこ

とから、小学生からの歯周病予防が重要です。 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水戸市児童生徒健康診断結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水戸市児童生徒健康診断結果 
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出典：水戸市児童生徒健康診断結果 

 

 

 

  ○ むし歯や歯肉炎（歯周炎を含む）などの歯科疾患に関する知識の普及啓発 

  ○ 家庭や学校で、むし歯の予防として効果的なフッ化物の活用を推進 

  ○ 定期的な歯科健診の重要性についての普及啓発 

  ○ 食育と一体的な歯科口腔保健の推進に努め、バランスのとれた食生活やよくかんで

食べる習慣の定着化の促進 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

むし歯のない中学１年生の割合 74.6％ 80％ 

初期の歯肉炎のある中学１年生の割合 24.0％ 18％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

小中学校等における歯科保

健の推進 

・歯と口腔の健康を保持するための知識や技術を身につ

けること及び歯みがき習慣の定着の促進を目的とし

た、学校歯科医や養護教諭等による指導 

・小中学校等の「保健だより」を活用した歯と口腔の知

識の普及啓発 
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ＧＯ：歯肉に軽度の炎症兆候が認められる歯周疾患要観察者 

Ｇ：治療が必要とされる歯周疾患がある者 

具体的取組 

施策展開の方向 

(％) 
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・児童生徒による歯と口腔に対する関心を高めるための

保健委員会等での活動 

・「歯と口の健康づくり推進校」を指定し、歯科医師によ

る指導など、他校のモデルとなる取組の実施 

・正しい歯のみがき方の習得を目的とした、歯科専門学

校生によるブラッシング指導等 

・食後の歯みがき習慣の定着促進を目的とした、昼食後

の歯みがき指導 

・水戸市口腔衛生優良児童生徒表彰式・よい歯よい子の

音楽のつどい 

・歯科保健活動に積極的に取り組み成果を上げた学校の

表彰 

歯科健診の実施 

・小中学校等おける歯科健診の実施 

・むし歯や口腔の疾患等が発見された児童生徒に対す

る、早期受診の勧奨 

フッ化物を活用したむし歯

予防対策の推進 
・フッ化物の効果と活用についての普及啓発(再掲) 

歯科保健研修の実施 ・市歯科医師会と連携した養護教諭歯科保健研修会 

 

  



24 

(３) 健全な歯と口腔の維持 成人期から壮年期（20～44 歳） 

 

乳幼児期や学齢期などと異なり、歯科健診を法的に定めるものが少なく、健康管理が個

人にゆだねられているため、歯と口腔の健康状態を維持することが難しい時期です。 

このため、歯周病予防や歯と口腔が全身の健康に関係についての知識の普及と、定期的

な歯科健診の受診率向上に取り組みます。 

 

 

○ １日１回丁寧な歯みがきをほぼ行っている割合が低いのは 80 歳代です。次いで 20

歳代が 86.6％と低く、糸ようじや歯間ブラシの使用、定期的に歯科健診を受けている

割合も、20 歳代が他の年代に比べ一番低いことから、若い世代への歯の健康意識の向

上を図る必要があります。 

○ 口腔機能の悪化が認知機能低下に影響することや、歯周病と糖尿病には関係性があ

ることについて知っている割合が最も低いのが 20 歳代で、次いで 30 歳代であること

から、若い世代への歯科疾患の知識の向上のため、普及啓発をしていくことが重要で

す。 

○ 喫煙が歯周病にかかりやすくなることについて最も知っているのが 20 歳代で、次い

で 30 歳代、40 歳代と年齢が高くなるにつれて低くなっていることから、若い世代へ

の歯科疾患の知識向上のため、普及啓発をしていくことが重要です。 

 

歯周病を有する者の割合 

 

出典：令和４年度成人歯科健診 

現況と課題 
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○ 歯周病の予防や早期発見、早期治療のため、定期的な歯科健診の受診勧奨 

○ 歯ブラシに加え、デンタルフロスや歯間ブラシの使用、フッ化物配合歯みがき剤の

活用など、むし歯や歯周病予防のための具体的な予防法についての普及啓発 

○ 喫煙と全身疾患との関連や喫煙が歯周病や口腔のがんのリスクを高めること等につ

いて、情報提供に努め、口腔内の状況改善の重要性について知識の普及啓発 

○ 歯周病が糖尿病や循環器疾患等の全身疾患に影響を及ぼすことの啓発 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

40 歳以上における歯周病を有する者の割合 66.5％ 55％ 

喫煙が歯周病に及ぼす影響について知っている人の割

合 
53.6％ 80％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

歯科疾患の予防に関する知識

の普及啓発 

・むし歯や歯周病予防を目的とした知識の普及啓発 

・デンタルフロスや歯間ブラシの使用やフッ化物の活

用等、具体的な予防法についての情報提供 

・歯周病と全身疾患との関連や、喫煙が歯周病や口腔

がんのリスクを高めること等についての情報提供 

歯科健診の実施 

・かかりつけ歯科医での歯科健診の受診勧奨 

・40 歳、50 歳、60 歳、70 歳を対象に成人歯科健康診

査を実施 

歯科疾患予防教室の開催 
・市歯科医師会と連携した歯周病予防教室の開催 

・市歯科医師会と共同開催する市民公開講座 

 

 

 

自分の歯が 20 本あれば、ほとんどの食べ物をかみ砕くことがで

き、食事をおいしくたべることができるます。このことから、80

歳で 20 本の歯を保とうという「８０２０（ハチ・マル・ニイ・

マル）運動」が、 平成元年に、厚生省（現・厚生労働省）、日本

歯科医師会などによって 提唱されました。  

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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(４) 歯の喪失防止 中年期から高齢期（45 歳以上） 

 

中年期・高齢期は、むし歯、歯と口腔のがんや粘膜疾患などが好発する時期です。 

また、歯の喪失や咀嚼（そしゃく）機能の低下は、日常生活の質の低下だけでなく、低栄

養を招くなど全身の健康に影響を与えることから、知識の普及啓発や歯科健診受診など、

予防する取組を推進します。 

   

 

○ 歯や口の中についての悩みの中で、「ものがはさまる」が 47.8％と最も高く、70 歳

代が最も高いです。 

○ 全部歯がある割合は 43.6％で、年齢が上がるにつれ、その割合は下がってくる傾向

にあります。 

○ １日１回丁寧な歯みがきをほぼ行っている割合が最も低いのが 80 歳代で、次いで

20 歳代となっています。 

○ 定期的に歯科健診を受けている割合 35.2％であることから、かかりつけ歯科医をつ

くり、定期的に歯科健診を受けることが重要です。 

 

歯のある本数の割合 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

  

現況と課題 
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○ 歯周病の予防や早期発見、早期治療のため、定期的な歯科健診の受診勧奨 

○ 口腔ケアの重要性や歯の喪失予防に関する情報提供 

○ オーラルフレイル対策についての普及啓発 

○ 口腔ケアが、がん、糖尿病などの全身疾患や誤嚥性肺炎との関連することについて

の、正しい知識の普及啓発 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

60 歳で 24 本以上の自分の歯を持つ人の割合 86.1％ 90％ 

80 歳で 20 本以上の自分の歯を持つ人の割合 68.7％ 70％ 

40 歳以上における歯周病を有する者の割合（再掲） 66.5％ 55％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

歯科疾患の予防に関

する知識の普及啓発 

・市歯科医師会と連携した歯周病予防教室の開催（再掲） 

・８０２０運動の推進 

・通所型介護予防事業における口腔機能低下のリスクのある高

齢者に対する情報提供 

・個人の状況に応じた訪問型介護予防事業による支援 

・歯周病と全身疾患との関連や、喫煙が歯周病や口腔がんのリ

スクを高めること等についての情報提供（再掲） 

・オーラルフレイル対策についての普及啓発 

・高齢期に増加する歯周病からくる根面むし歯の予防法につい

ての情報提供 

歯科健診の実施 

・かかりつけ歯科医での歯科健診の受診勧奨（再掲） 

・40 歳、50 歳、60 歳、70 歳を対象に成人歯科健康診査を実

施(再掲) 

・75 歳、80 歳、85 歳を対象に、茨城県後期高齢者医療広域連

合が実施する後期高齢者歯科健康診査の受診勧奨 

歯科相談の実施 ・市歯科医師会による在宅訪問歯科相談 

 

 

  

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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 (５) 妊産婦の歯科疾患の予防 

 

妊娠により女性ホルモンが急激に増加することで、歯周病原性細菌が増殖しやすくなる

ため、正しい知識の啓発と妊婦健診の受診率向上に努めます。 

 

 

○ 妊娠中に歯科健診を受診した妊婦 71.4％と前回の 53.7％から大きくポイントが上

がりましたが、引き続き、妊娠中の口腔ケアについて啓発していくことが必要です。 

○ 妊娠期は、血管の透過性が高まり、唾液の粘性が高まって口腔の自浄性が低下する

ことで歯肉の炎症や出血が起こりやすくなるため、啓発が必要です。 

  ○ 妊娠中から産後にかけて、生まれてくる赤ちゃんの歯や口腔についての正しい知識

を身につけることが、乳幼児の歯と口腔の向上につながります。 

 

 

○ 妊娠中の口腔内の変化や歯周病や胎児への影響等についての普及啓発 

○ 妊婦歯科健診の受診勧奨 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

妊娠中に歯科健診を受けた人の割合 71.4％ 80％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

妊婦の歯と口腔の知識の向上 
・妊娠中の口腔内の変化や歯周病や胎児への影響等

についての知識の普及啓発 

歯科健診の実施 

・指定の歯科医療機関で、安定期の妊婦を対象に無料

で受けられる妊婦歯科健診の受診勧奨 

・妊婦健康診査を実施している産科医療機関等と連

携した妊婦歯科健診の受診勧奨 

 

 

  

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 

現況と課題 
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(1) 適切な口腔機能の獲得 幼児期から青年期（０～19 歳） 

 

適切な口腔機能の獲得を図るため、口腔の成長発育等に関す知識の普及啓発にあわせて、

口腔機能の獲得等に悪影響を及ぼす習癖等の改善や食に係る歯科保健指導に取り組みます。 

 

 

○ ３歳児の保護者が子どもの歯で最も関心が高かったのは、「歯並び・かみ合わせ」で

35.8％です。 

○ よくかんで食べる子どもの割合は５割程度です。かむことにより発達する顎（あご）

や筋肉による歯への影響が重要な時期であるため、知識の普及啓発をするとともに、

給食等により、よくかむことの大切さを伝える必要があります。 

○ よくかむことで、顎の筋肉が鍛えられて歯が並ぶための顎の骨を発達させて歯並び

を良くします。かむ力が弱いと、顎の筋肉や骨が小さくなり、歯並びが悪くなってしま

うことがあるため、正しい知識の普及啓発に努めることが必要です。 

 

 

○ 発達の段階に応じた、歯と口腔の正しい知識の普及啓発 

○ よくかむ習慣が身につけられるよう保育所・幼稚園等や小中学校等で、かみ応えの

ある給食の提供 

    

 

項 目 
現状値 

2023(令和 5)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

よくかんで食べている者の割合 

３歳児 48.9％ 

60％ 小学５年生 55.3％ 

中学２年生 49.5％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

発達に応じた知識の普及啓発 

・ひとくち 30 回以上かむことを目標とした「噛ミング

30（カミングサンマル）」の普及 

・離乳食教室において、栄養士による講話・実習及び

口腔機能の発達に関する情報提供 

・１歳６か月健診、２歳児歯科健診、３歳児健診時に

  基本方針２ 口腔機能の獲得及び維持・向上 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 

現況と課題 
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おける、歯科口腔の発達にあわせた口腔ケアや食事

のレシピの情報提供 

・保育所・幼稚園等でのかみ応えのある給食の提供な

どによる、よくかんで食べる習慣の定着 

・学校給食「いーは給食の日」（毎月 18 日）によるか

むことの重要性についての普及啓発 

・歯科健診時の歯科保健指導・育児相談 

歯科保健研修の実施 

・保育士、幼稚園教諭等を対象とした、歯科医師によ

る歯科保健研修の開催（再掲） 

・市歯科医師会と連携した養護教諭歯科保健研修会

（再掲） 

障害児、障害者が定期的に歯

科健診を受けられる環境づく

り 

・茨城県口腔センターと連携した、歯科治療の受けら

れる環境づくり 

・口腔センターから歯科医院へとつなげる障害者歯科

医療連携ネットワークの推進 
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(2) 口腔機能の維持及び回復 成人期から高齢期（20 歳以上） 

 

口腔機能の変化は、中年期から現れることから、口腔機能の低下予防の知識に関する普

及啓発や、口腔機能訓練等に係る歯科保健指導のほか、高齢者の誤嚥性肺炎の防止など、

歯と口腔の健康づくりに取り組みます。 

 

 

○ 歯や口の中についての悩みの中で、「ものがはさまる」が 47.8％と最も高く、次いで 

「歯がいたんだり、しみたりする」が 25.8％、「歯ぐきから血が出たり、はれたりする」

が 19.6％となっています。 

○ 何でもかんで食べることができる者の割合は、80 歳代が 64.9％と最も低くなってい

ます。 

○ オーラルフレイルを知っている人の割合は 25.7％であり、30 歳代が最も低く、次い

で 40 歳代、20 歳代となっていることから、早い段階から自分の将来を見据えた歯の

健康の知識の普及啓発が重要です。 

○ 口腔機能を維持することは、高齢期における低栄養やフレイル、誤嚥性肺炎の予防

につながります。「よくかむこと」の重要性について、乳幼児期から継続的に周知し、

習慣づけていく必要があります。 

 

オーラルフレイルを知っている者の割合 

 

出典：令和５年度水戸市健康と食に関するアンケート調査 

現況と課題 
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○ オーラルフレイルの知識の普及啓発と予防対策の推進 

○ 歯と口腔の健康づくりに関する講座や教室等を開催し、口腔機能の維持向上の取組

を推進 

 

 

項 目 
現状値 

2022(令和 4)年度 
目標値 

2028(令和10)年度 

40 歳以上における歯周病を有する者の割合（再掲） 66.5％ 55％ 

50 歳以上における咀嚼良好者の割合 77.4％ 80％ 

60 歳で 24 本以上の自分の歯を持つ者の割合（再掲） 86.1％ 90％ 

80 歳で 20 本以上の自分の歯を持つ者の割合（再掲） 68.7％ 70％ 

過去１年間で歯科健診を受診した者の割合 60.1％ 80％ 

成人歯科健診を受ける人の割合 5.4％ 30％ 

 

 

主な取組 具体的な内容 

口腔機能の維持・向上に関

する知識の普及啓発 

・ひとくち 30 回以上かむことを目標とした「噛ミング 30

（カミングサンマル）」の普及（再掲） 

・歯周病予防教室、生活習慣病予防教室において、口腔機

能維持の重要性について情報提供 

・通所型介護予防事業における口腔機能低下のリスクの

ある高齢者に対する情報提供(再掲) 

・個人の状況に応じた訪問型介護予防事業による支援(再

掲) 

・歯つらつ講座、元気な口と食の講座の開催 

オーラルフレイルに関す

る知識の普及と対策 

・各種広報媒体や健康教室を通し、オーラルフレイルに関

する知識の普及と予防対策の推進 

歯科健診の実施 

・かかりつけ歯科医での歯科健診の受診勧奨（再掲） 

・40 歳、50 歳、60 歳、70 歳を対象に成人歯科健康診査

を実施（再掲） 

・75 歳、80 歳、85 歳を対象に、茨城県後期高齢者医療

広域連合が実施する後期高齢者歯科健康診査の受診勧

奨（再掲） 

目標指標 

具体的取組 

施策展開の方向 
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口腔ケア講習会の開催 
・歯科医師等による講話やオーラルフレイル・フレイルチ

ェックの開催 

市民公開講座の開催 
・口腔機能の維持・向上についての情報提供 

・オーラルフレイル対策についての情報提供 

要介護者の歯科保健の推

進 

・在宅要介護者の口腔機能向上のため、要介護者や家族等

に対して、歯科医師等が居宅先を訪問し、歯科に関する

相談及び口腔ケアについての情報提供 

通院できない在宅高齢者

が定期的に歯科健診を受

けられる環境づくり 

・茨城県口腔センターにと連携した、歯科治療の受けられ

る環境づくり 

・口腔センターで実施される摂食嚥下リハビリテーショ

ンの活用 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オーラルフレイルとは、口のフレイル（虚弱）という意味の造語で、口の機能低下に注目した概念

です。下の図に示すように最近むせやすくなった、食べこぼしが増えた。食欲がない。軟らかいもの

を好んで食べるようになった。滑舌が悪くなった。口が乾きやすくなった。歯が抜けたままになっ

ている。など…。これらのようなちょっとした口に関する“ささいな衰え”がオーラルフレイルで

す。徐々に口の機能の低下が進行し、食べ物の選択肢が狭まり栄養に偏りが生じたりすることで心

身機能の低下にもつながると考えられています。 
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 本計画の目指す姿の実現のため、市や事業者、地域、市民等が協働し、それぞれ次のような役割を

果たしながら、計画の推進を図ります。 

 

(1) 水戸市の役割 

市民の歯と口腔に対する意識の向上や取組の推進を図るため、正しい知識の普及啓発を図ると

ともに、関係機関や団体等と連携しながら、歯と口腔の健康づくりの取組を推進します。 

 

(2) 関係機関や団体の役割 

保健、医療、福祉、教育に関わる関係機関・団体等は、その専門性を生かして、行政や地域と

連携しながら、市民の健康づくりを支援します。 

 

(3) 家庭と地域の役割 

家庭においては、各個人の歯と口腔の健康づくりの支援や実践に取り組むとともに、地域社会の

一員として、歯と口腔の健康づくりに関する活動への積極的な参加に努めます。 

地域においては、市民が主体的に参加できる歯と口腔の健康づくりに関する地域行事を促進す

るとともに、保健推進員や食生活改善推進員等による地区組織の活動や地域の諸団体との情報

共有に努めます。 

 

(4) 市民の役割 

市民一人一人が、日常生活の中で、自ら歯と口腔のケアを実践し、定期的な歯科健診を受診

するとともに、市等で実施する健康施策や講座等への積極的な参加に努めます。 

 

 

  

第５章 推進体制と進行管理 

  １ 推進体制 
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本計画の推進に当たっては、各施策の進捗状況を把握し、Ｐｌａｎ（計画の策定・見

直し）、Ｄｏ（実行）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（改善）によるＰＤＣＡサイ

クルにより進行管理を行います。 

    具体的には、水戸市健康づくり推進協議会において、本計画の進捗状況を検証・評

価して本計画の施策を推進します。 

 

計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    本計画は、ＳＤＧｓの視点を踏まえ、市民一人一人が自らの健康状態を把握し、健

康づくりに取り組むことに対して支援するため、様々な施策を講じるものです。 

 

 

   

  ２ 進行管理 

１ 計画 

 

●水戸市歯科口腔保健推進

計画（第３次）の策定 

●必要に応じた改定 

２ 実行 

 

●計画の内容を踏まえ、各事

業を実施 

３ 評価 

 

●水戸市歯科口腔保健推進

計画（第３次）の実績調査 

●水戸市健康づくり推進協議

会への報告 

４ 改善 

 

●実績等を踏まえ、必要に応

じて施策の見直し 

Do Plan 

Action Check 

  ３ ＳＤＧｓとの関連について 



 

 

 

水戸市自殺対策計画（第２次） 

（素案） 

誰もが命の大切さを実感できる 

支えあうまち・水戸 

 

 

   

 

 

 

 

水 戸 市

第 ２回 健 康 づく り 推 進協 議 会 

令和５年 11 月 30 日（木） 

保 健 医 療 部 保 健 予 防 課 
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第１章 計画策定の基本的事項 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

我が国においては，2006（平成 18）年に自殺対策基本法が施行されて以降，それまで

個人の問題として捉えられてきた自殺の問題が，広く社会の問題として認識されるよう

になりました。誰も自殺に追い込まれることのない社会を目指して，国を挙げて自殺対策

を総合的に推進し，自殺者数は減少傾向となったものの，2020（令和２）年には 11年ぶ

りに自殺者数が前年を上回るなど，自殺者数は依然として高い水準で推移しています。特

に，女性やこども・若者の自殺が増加しており，人との関わり合いや雇用形態をはじめと

したコロナ禍における様々な社会情勢等の変化による今後の影響も懸念されております。 

このような中，国においては，自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」を 2022（令

和４）年に改正し，コロナ禍の自殺への影響に関する調査・分析や自殺動向を踏まえた取

組等を新たに追加するなど，総合的な自殺対策の更なる推進・強化を図っています。 

本市においても，2019（令和元）年に策定した「水戸市自殺対策計画」に基づき，保健，

医療，福祉，教育，労働その他さまざまな分野の関係団体等との密接な連携のもと，実効

性の高い施策を総合的に推進しているところです。 

コロナ禍における社会経済情勢や自殺をめぐる諸情勢の変化，市民意向，ＳＤＧｓの理

念等を踏まえ，新たに策定する水戸市第７次総合計画や関連計画との整合を図りながら，

誰も自殺に追い込まれることのない社会を目指し，「水戸市自殺対策計画（第２次）」を策

定するものです。 
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２ 計画策定の位置付け 

 

本計画は，自殺対策基本法に基づく「市町村自殺対策計画」として策定された前計画を

もとに，上位計画である「水戸市第７次総合計画」や関連する「水戸市健康増進・食育推

進計画（第３次）」，「水戸市地域福祉計画」など，本市が策定した各種個別計画との整合

を図りながら策定します。 

また，国の「自殺総合対策大綱」，茨城県の「第４次健康いばらき 21プラン」の内容を

踏まえ策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 

2024（令和６）年度から 2028（令和 10）年度までの５年間とします。 

※ 社会情勢の変化等を踏まえ，必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

  

水戸市第７次総合計画 

水戸市自殺対策計画(第２次) 

・水戸市健康増進・食育推進計画 

・水戸市地域福祉計画 

・水戸市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

・水戸市第 2期こども・子育て支援事業計画 

・水戸市消費者教育推進計画 等

水戸市の関連計画 

 

 
茨城県の関連計

第４次健康いばらき 21 プラン 

 

 
国の関連計画 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

第 1次 

2017(平成 29)年度～2023(令和５)年度 

第２次 

2024(令和６)年度～2028(令和 10)年度 
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第２章 水戸市の自殺をめぐる現況と課題 

 

１ 水戸市の自殺をめぐる現状 

 

(1) 自殺死亡率と自殺者数の推移 

本市における自殺死亡率は，2019（令和元）年までは減少傾向にありましたが，全

国と同様に，2020（令和２）年は増加に転じました。2021（令和３）年は減少したも

のの，2022（令和４）年は全国や茨城県を上回りました。 

 

※ 自殺死亡率とは，年間の人口10万人当たりの自殺による死亡者数です。 

 

図 1 自殺死亡率の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（市，県，全国） 

 

資料：地域における自殺の基礎資料／厚生労働省  

  

25.6（水戸市）
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25.0
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本市の年間自殺者数を男女別でみると，男性が多い傾向にありますが，2020（令和

２）年以降は女性の割合が増加しています。 

 

図 2 自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（水戸市） 

 

資料：地域における自殺の基礎資料／厚生労働省  

 

 

表 1 自殺死亡率と自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（市，県，

全国） 

 

資料：地域における自殺の基礎資料／厚生労働省  
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

自殺死亡率 25.6 21.7 24.7 20.5 21.4 19.4 16.1 14.3 15.0 13.54 13.58 16.55 14.0 20.65

自殺者数 68 58 66 55 58 53 44 39 41 37 37 45 38 56

自殺死亡率 25 24.4 23.4 20.8 20.5 18.9 18.3 16.1 16.7 15.3 15.5 15.9 15.3 16.7

自殺者数 745 728 697 616 614 565 545 479 494 451 455 467 445 483

自殺死亡率 25.6 24.7 24.1 21.8 21.1 19.6 18.6 16.9 16.5 16.5 16 16.7 16.8 17.5

自殺者数 32,485 31,334 30,370 27,589 27,041 25,218 23,806 21,703 21,127 20,840 20,169 21,081 21,007 21,881

水戸市

茨城県

全国

2009～2022年



5 

 

(2) 年代別自殺者数と自殺死亡率の推移 

本市の年間自殺者数を年代別でみると，60歳以上の高年齢層に自殺者数が多くな

っていますが，40歳代と50歳代の自殺者数も多くなっています。 

また，近年では，全国の傾向と同様，20歳未満における自殺者数が増加傾向にあり

ます。 

 

図 3 年代別自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（水戸市） 

 

資料：地域における自殺の基礎資料／厚生労働省 

 

図 4 年齢階級別自殺死亡率の年次推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（全

国） 
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資料：自殺統計／警察庁 

(3) 性年代別の自殺死亡率と自殺者数 

本市の自殺者数は，男性40～50歳で最も多くなっており，女性では60歳以上が最も

多くなっています。また，自殺死亡率では，男女ともに全国と比べ20～30歳が高く，

60歳以上では低くなっています。 

 

図 5 性年代別の自殺死亡率（2017（平成 29）～2021（令和３）年平均）（水戸市） 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル（2022）／自殺総合対策推進センター」 

 

 

(4) 職業の有無別自殺者数 

職業の有無別にみると，前回調査時に比べ，有職者における自殺者数の割合が増加

傾向にあります。（有職者の自殺者数の割合 前回：32.9％） 

 

図 6 職業の有無別自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年平均）（水戸市） 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル（2022）／自殺総合対策推進センター」 
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(5) 職業の有無別自殺者数の内訳 

職業の有無別にみると，有職者である「被雇用者・勤め人」が最も多く，次に無職

者の「その他無職」や「年金等」となっています。 

 

図 7 職業別の自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸市） 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル（2022）／自殺総合対策推進センター」 

 

(6) 同居人の有無別自殺者数 

職業の有無別にみると，男女ともに自殺者の60％以上に同居人がいる状況になり

ます。 

 

図 8 同居人の有無別自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸市） 

 
資料：「地域自殺実態プロファイル（2022）／自殺総合対策推進センター」 

  

78人

（39.4%）

12人

(6.1%)

30人

(15.1%)

12人

(6.1%)
3人(1.5%)

16人(8.1%)

41人

(20.7%)

6人(3.0%)
被雇用者・勤め人

自営業・家族従事者

年金等

主婦

失業者

学生

その他無職

不詳

有職者

無職者

41

83

22

50

0 20 40 60 80 100 120 140

女性

男性

(人）

同居人あり 同居人なし

62.4％ 37.6％

65.1％ 34.9％
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(7) 同居人の有無と職業の有無別，性別，年齢階層別の自殺者数 

男性の40～59歳の有職かつ同居人ありが最も多く，次いで男性の20～39歳の有職

かつ同居人あり，男性の60歳以上の無職かつ同居人ありとなっています。 

 

図 9 同居人の有無と職業の有無別，性別，年齢階層別自殺者数 

（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域自殺実態プロファイル（2022）／自殺総合対策推進センター 

 

表 2 図９から導かれる主な自殺の特徴（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水

戸市） 

上位３区分 
自殺者数 

5 年計 
割合 自殺死亡率* 背景にある主な自殺のプロセス** 

1 位:男性 40～59 歳有職同居 20 10.1% 14.3 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み

＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 20～39 歳有職同居 17 8.6% 19.7 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企

業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職同居 16 8.1% 18.3 
失業(退職)→生活苦＋介護の悩み(疲れ)＋

身体疾患→自殺 

資料：「地域自殺実態プロファイル(2022)」/自殺総合対策推進センター 

順位は自殺者数に基づく順とした。 

*自殺死亡率の母数（人口）は令和２年国勢調査を元に，自殺総合対策推進センターにて推計した。 

**「背景にある主な自殺のプロセス」は，自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にした一般的な自

殺のプロセス。 
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(8) 産後うつ病に関する調査 

国の調査においては，出産後間もない時期の産婦の 10人に一人が産後うつを経験

するといわれています。産後うつ病は自殺の危険因子であり，産後の初期段階におけ

る支援を強化する必要があることから，本市においても，産後間もない時期に，産後

うつ病質問票（EPDS）調査（※）を実施しています。2018（平成 30）年度からは，産

婦健康診査開始に伴い，産後２週間と産後１か月の時点で全産婦を対象に実施して

います。 

本市において，産後うつ病のリスクが高い産婦の割合は，８～16％台で推移してお

り，特に産後２週間の産婦は産後うつ病のリスクが高い傾向にあります。 

 

※ 産後うつ病質問票（EPDS）調査とは，産婦による自己記入式質問票で，うつ病によく

みられる症状をわかりやすい質問票にしたものです。質問項目は 10 項目で合計が 30

点であり，９点以上をうつ病としてスクリーニングしています。 

 

図 10 産後うつ病質問票(EPDS)調査実施状況（水戸市） 

（資料：産後うつ病質問票（EPDS）調査/水戸市子育て支援課） 
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２ アンケート調査の概要 

(1) 調査の目的 

水戸市健康増進・食育推進計画(第３次)及び自殺対策計画（第２次）の策定の基礎

資料とするため，こころの健康に関する項目を含むアンケート調査を実施しました。 

 

(2) 調査対象 

① 対象地域：水戸市 

② 対象者：下記のとおり 

区分 対象者 

一般調査 水戸市在住の 20 歳以上(住民基本台帳から無作為抽出) 

 

(3) 調査期間 

2023(令和５)年７月～８月 

 

(4) 調査方法 

区分 調査方法 

一般調査 郵送にて配布し，郵送及び WEB で回収 

 

(5) 調査項目 

  ① 一般調査 

調査項目 設問数 調査項目 設問数 

基本属性 ４問 飲酒・喫煙 ４問 

健康管理 ４問 生活習慣病・がん ３問 

栄養・食生活 ７問 こころの健康 ５問 

身体活動・運動 ２問 その他 ６問 

休養・睡眠 ２問 計 37 問 

 

(6) 配付及び回収結果 

区分 配布数 有効回収数 有効回収率 

一般調査 2,600 894 34.4％ 

 

  

【注意事項】 

〇 本文，表，グラフなどに使われる「ｎ」は各設問に対する回答者数です。 

〇 複数回答(２つ以上選んでよい問)においては，％の合計が 100％を超える場合があ

ります。 
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(7) アンケート調査の主な結果（こころの健康について） 

 

① ストレスや悩みの有無 

問１ あなたは現在，日常生活でストレスや悩みがありますか。 

 

問１- 1ストレスや悩みの有無（全体） 

「ある」が 67.0％，「ない」が 31.3％となっています。 

 

 

問１- 2ストレスや悩みの有無（性別） 

「ある」は女性が 70.8％と男性よりも高くなっています。 

 

問１- 3ストレスや悩みの有無（年齢別） 

「ある」は 30代が 79.6％と最も高く，70歳以上が 44.4％と最も低くなっています。 

  

n=
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② ストレスや悩みの原因 

補問１－１ <「１. ある」と回答した方のみ> それはどのような原因ですか。（あては

まるものすべてに○） 

「自分の仕事」が 51.6％と最も高く，次いで「収入・家計・借金等」が 31.4％，「家族と

の人間関係」が 25.5％となっています。 

 

 

％

家族との人間関係

家族以外との人間関係

恋愛・性に関すること

結婚

離婚

いじめ、ハラスメント

生きがいに関すること

自由にできる時間がな

い

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境（公

害、安全及び交通事情
含む）

その他

わからない

無回答

25.5

25.4

5.2

3.5

1.5

4.2

13.9

12.9

31.4

15.0

18.2

2.5

11.5

9.3

4.0

14.2

51.6

6.3

10.0

5.7

1.5

2.8

0 10 20 30 40 50 60

(n = 599)
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③ 自殺を考えるような強いストレスの有無 

問 2 あなたは，この１年間に，自殺を考えるような強いストレスを感じたことがありま

すか。 

「ない」が 88.5％，「ある」が 9.2％となっています。 

 

問 2- 1自殺を考えるような強いストレスの有無（性別） 

「ある」は女性が 10.0％と男性よりも高くなっています。 

 

問 2- 2自殺を考えるような強いストレスの有無（年齢別） 

「ある」は 20代が 17.1％と最も高く，70歳以上が 1.9％と最も低くなっています。 

  

n=

全体 894 9.2 88.5 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

性別 n=

全体 884

男性 363

女性 521

8.9

7.4

10.0

88.7

89.0

88.5

2.4

3.6

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

年齢別 n=

全体 890

20～29歳 117

30～39歳 147

40～49歳 177

50～59歳 191

60～69歳 150

70歳以上 108

9.2

17.1

13.6

8.5

8.9

5.3

1.9

88.4

82.1

85.0

89.8

90.6

93.3

87.0

2.4

0.9

1.4

1.7

0.5

1.3

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答
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④ 自殺を考えるような強いストレスの原因 

補問 2－１ <「１. ある」と回答した方のみ> それはどのような原因ですか。（あては

まるものすべてに○） 

 

補問 2－１-1 

「自分の仕事」が 37.8％と最も高く，次いで「家族との人間関係」が 28.0％，「収入・家

計・借金等」が 25.6％となっています。 

％

家族との人間関係

家族以外との人間関係

恋愛・性に関すること

結婚

離婚

いじめ、ハラスメント

生きがいに関すること

自由にできる時間がな

い

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境（公

害、安全及び交通事情
含む）

その他

わからない

無回答

28.0

17.1

8.5

1.2

6.1

8.5

20.7

11.0

25.6

14.6

9.8

1.2

6.1

4.9

1.2

6.1

37.8

4.9

8.5

9.8

2.4

1.2

0 10 20 30 40 50

(n = 82)
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補問 2－１- 2自殺を考えるような強いストレスの原因（性別） 

「収入・家計・借金等」は男性が 37.0％と女性よりも高く，「自由にできる時間がない」

は女性が 13.5％と男性よりも高くなっています。 

 

 

％

家族との人間関係

家族以外との人間
関係

恋愛・性に関する
こと

結婚

離婚

いじめ、ハラスメン
ト

生きがいに関する
こと

自由にできる時間

がない

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・
進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境
（公害、安全及び
交通事情含む）

その他

わからない

無回答

25.3

16.5

8.9

1.3

6.3

8.9

20.3

10.1

26.6

15.2

6.3

1.3

6.3

5.1

1.3

5.1

38.0

3.8

7.6

10.1

2.5

1.3

22.2

11.1

3.7

0.0

14.8

3.7

22.2

3.7

37.0

14.8

0.0

0.0

3.7

3.7

0.0

3.7

44.4

3.7

7.4

11.1

0.0

0.0

26.9

19.2

11.5

1.9

1.9

11.5

19.2

13.5

21.2

15.4

9.6

1.9

7.7

5.8

1.9

5.8

34.6

3.8

7.7

9.6

3.8

1.9

0 10 20 30 40 50

(n = 79)

全体 男性 女性
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補問 2－１- 3自殺を考えるような強いストレスの原因（年齢別） 

「家族との人間関係」で 50 代が 52.9％と最も高く，30 代が 10.0％で最も低くなってい

ます。 

％

家族との人間
関係

家族以外との
人間関係

恋愛・性に関

すること

結婚

離婚

いじめ、ハラ
スメント

生きがいに関
すること

自由にできる

時間がない

収入・家計・借
金等

自分の病気や

介護

家族の病気や
介護

28.0

17.1

8.5

1.2

6.1

8.5

20.7

11.0

25.6

14.6

9.8

20.0

10.0

25.0

0.0

0.0

5.0

35.0

10.0

20.0

5.0

0.0

10.0

15.0

5.0

0.0

10.0

0.0

5.0

15.0

10.0

5.0

5.0

40.0

33.3

0.0

6.7

0.0

13.3

33.3

13.3

40.0

26.7

20.0

52.9

17.6

0.0

0.0

11.8

23.5

11.8

11.8

35.3

23.5

11.8

25.0

0.0

12.5

0.0

12.5

0.0

25.0

0.0

37.5

25.0

25.0

0.0

50.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(n = 82)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
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％

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・
受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活

環境（公害、
安全及び交通

事情含む）

その他

わからない

無回答

1.2

6.1

4.9

1.2

6.1

37.8

4.9

8.5

9.8

2.4

1.2

0.0

5.0

0.0

5.0

5.0

40.0

5.0

0.0

10.0

0.0

0.0

5.0

15.0

10.0

0.0

10.0

55.0

5.0

5.0

10.0

10.0

0.0

0.0

0.0

6.7

0.0

6.7

26.7

13.3

20.0

13.3

0.0

0.0

0.0

5.9

5.9

0.0

5.9

35.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

25.0

0.0

12.5

12.5

0.0

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

50.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(n = 82)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
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⑤ 自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手 

補問 2－2－ <「１. ある」と回答した方のみ> あなたは，自殺を考えるような強い

ストレスを感じたときに，どこ（誰）に相談しますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

補問 2－2－ 1 

「相談する必要はないので誰にも相談していない」が 28.0％と最も高く，次いで「相談

したいが誰にも相談できないでいる」が 23.2％，「家族」が 18.3％となっています。 

 

  

％

家族

友人

職場

学校

民間の相談機関

市の相談窓口

県の相談窓口

国の相談窓口

相談したいが誰にも相
談できないでいる

相談したいがどこに相
談したらよいかわからな
い
相談する必要はないの
で誰にも相談していな
い

無回答

18.3

15.9

2.4

0.0

6.1

1.2

1.2

2.4

23.2

12.2

28.0

9.8

0 10 20 30 40

(n = 82)
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⑥ ストレスや悩みの解消方法 

問３ あなたは，ストレスや悩みを解消するために，普段どのようなことをしますか。

（あてはまるものすべてに○） 

「趣味」が 47.8％と最も高く，次いで「ゆっくり過ごす」が 44.7％，「好きなものを食べ

る」が 43.7％となっています。 

 

⑦ 相談しやすい方法 

問４ あなたが，ストレスや悩みを抱えたときに相談しやすいのは，どのような方法で

すか。（あてはまるものすべてに○） 

 

問４― 1 

「電話」が 34.1％と最も高く，次いで「ＳＮＳ，インターネット」が 31.2％，「窓口での

面接」が 16.8％となっています。 

 

 

％

趣味

旅行

飲酒

ゆっくり過ごす

睡眠

運動

好きなものを食べる

人に話を聞いてもらう

その他

特になし

無回答

47.8

18.2

18.2

44.7

38.5

23.0

43.7

35.8

5.1

6.9

1.7

0 10 20 30 40 50 60

(n = 894)

％

電話

窓口での面接

訪問面接

ＳＮＳ、インターネット

その他

無回答

34.1

16.8

6.9

31.2

14.3

12.5

0 10 20 30 40

(n = 894)
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問４― 2相談しやすい方法（年齢別） 

「ＳＮＳ，インターネット」は 20 代が 53.0％と最も高く，70歳以上が 6.5％と最も低く

なっています。 

 

⑧ 相談機関の認知度 

問５ あなたは，ストレスや悩みを抱えたときの相談機関を知っていますか。 

「なんとなく知っているが具体的にはわからない」が 43.6％と最も高く，次いで「知ら

ない」が 34.2％，「知っている」が 20.1％となっています。 

 

  

％

電話

窓口での面接

訪問面接

ＳＮＳ、インターネッ
ト

その他

無回答

34.3

16.7

7.0

31.3

14.3

12.4

32.5

15.4

8.5

53.0

10.3

2.6

29.3

19.0

10.2

44.9

9.5

8.2

33.3

14.1

5.6

40.7

17.5

5.6

39.3

22.5

4.2

26.2

14.1

7.3

35.3

18.7

9.3

14.7

18.7

19.3

34.3

6.5

4.6

6.5

13.9

38.9

0 10 20 30 40 50 60

(n = 890)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

n=

全体 894 20.1 43.6 34.2 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている なんとなく知っているが具体的にはわからない 知らない 無回答
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３ 第１次計画の評価指標の達成状況 

 

第１次計画に掲げた評価指標と現状値の比較については次のとおりです。 

 

目標値を達成したものは「安心・安全見守り隊参加団体数」の１項目で，改善している

項目は「ゲートキーパー研修受講者数)１項目でした。 

一方で，横ばい・悪化となった項目が「自殺死亡率」，「相談機関を知っている人の割合」，

「赤ちゃんと触れ合う機会を通して命の大切さを実感できた中学生の割合」の３項目あ

りました。 

 

評価区分 評価基準 項目数 

Ａ 達成 進捗率 100 以上 １項目 

Ｂ 改善 進捗率１以上 99 以下 1 項目 

Ｃ 横ばい・悪化 進捗率 0 以下 ３項目 

※ 進捗率の計算方法 （現状値―前回計画策定時の値）／（目標値―前回計画策定時の値）×100 

 

※ 自殺死亡率とは，年間の人口 10 万人当たりの自殺による死亡者数です。 

評価指標 

前回計画時 現状値 目標値 

達成 

状況 
2015 

(平成 27)年度 

2023 

(令和５)年度 

2023 

(令和５)年度 

自殺死亡率（※） 16.1 
20.6 

（令和 4 年） 
12.5 以下 C 

安心・安全見守り隊参加団体数 84 団体 212 団体 185 団体 A 

ゲートキーパー研修受講者数 677 名 1,173 名 1,500 名 B 

相談機関を知っている人の割合 20.7％ 20.1％ 100％ C 

赤ちゃんと触れ合う機会を通して

命の大切さを実感できた中学生の

割合 

― 94.6％ 100％ C 
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４ 関係団体ヒアリングの結果 

 

(1) ヒアリングの目的 

自殺対策に関する現状と課題を把握し，本計画の基礎資料とすることを目的とし

て，関係する団体等に対してヒアリングを実施しました。 

 

(2) ヒアリングの概要 

実施日 実施団体 主な意見 

令和５年 

10月12日 

さざれの集

い（自死遺

族の自助グ

ループ） 

・自死遺族への支援について，自死遺族が語り合う場の提供と

自死に対する偏見への対応が重要。 

・連携先のリスト作成，カウンセリング部門や心療内科との連

携，教育分野での小・中・高等学校生徒指導部との連携強化

が必要。 

     

10月18日 

水戸市消費

生活センタ

ー 

・消費者市民大学を受講してもらい，消費者サポーターとして

地域を見守ってもらっている（累計受講者は 80人弱）。 

・消費生活相談，多重債務相談の周知と強化が必要。他県では

自殺予防（借金，経済問題）マニュアルを作成し，ＰＲして

いるところもある。 

・計画の位置付けの関連計画に「水戸市消費者教育推進計画」

を入れてもらいたい。 

     

10月18日 

水戸市食生

活改善推進

員会 

・子供の相談先や逃げ場所，命の大切さの教育が必要。食育を

通し支援していきたい。また子供を通し親にも支援ができる

とよい。 

・役所に行かなくても済むように各市民センターが相談機関に

つなぐ役割を担って欲しい。センター職員に聞けない場合も

あるので見れば分かるように相談先を掲示してほしい。 

・窓口があっても相談できない人もいるので，市報を利用し自

殺予防特集を組むとよいのではないか。 

     

10月19日 

茨城県精神

保健協会 

・民生委員との連携が必要。自死遺族会の周知，ゲートキーパ

ー養成研修会を受講する機会があるとよい。 

・自殺を考える方はなかなか相談したがらず，把握するのが難

しいため，自殺未遂者支援が重要。 

・子供は親に巻き込まれての自死が多い。家庭の課題をサポー

トする必要がある。 

・学生に対しては，いじめや命の大切さ，相談することの大切

さの講演があるとよい。 

・就労者は，管理者に対するパワハラ，セクハラ教育が必要。 

・高齢者は外出支援の充実が必要。特に外出向きではない男性

への支援も工夫できると良い。 



23 

 

     

10月20日 

茨城労働局

雇用環境・

均等室 

・自殺に追い込まれる前に相談してもらうよう取り組むとよい

。 

・入口（相談窓口）を一つにしてわかりやすくする。本人が気

づかないと支援に入れない。周知して気づきを促すことが必

要。 

・他分野が行っていることを正しく把握しないと，本当の連携

はできない。市は職域との連携が必要だと考える。 

・女性が経済的に自立できるよう支援が必要。 

     

10月22日 

水戸市民生

委員児童委

員連合協議

会 

・自殺を考えている方は，自殺防止的な名称を冠した窓口に来

ることに抵抗があると思われるので，民生委員が色々な相談

に応じる窓口になっていることを広く周知し，気軽に相談で

きる環境を作る必要がある。 

・ゲートキーパー養成研修会の機会を増やし，特に子育て世代

には気軽にこどもを預けられ，一時的に子育てから開放され

る時間が作れるように支えることが重要。 

・スマホやパソコン等で気軽に相談できる環境を作り，理解関

心を深めることが重要。 

    

10月25日 

水戸市保健

推進員連絡

協議会 

・保健推進員が地域で見守り，寄り添って話を聞き，つなぐ役

割をしたい。 

・ゲートキーパー養成研修会の回数を増やし，研修後に各地区

でグループワークをする機会を設けたり，また，市民センタ

ーで自殺予防講演会を実施してはどうか。 

・傾聴ボランティアの研修会があるとよい。 

・女性の病気や自殺は家庭崩壊に繋がるので，女性が意見を出

しやすい環境を作ってほしい。 

・市民センターや学校に箱を設置し，誰でも（こどもでも）悩

みや困りごとを書いた手紙を入れられるようにしてはどう

か。 

    

10月25日 

茨城いのち

の電話 

・自殺未遂者及び家族への退院後支援(仕組み)があるとよい。

また，退院後の相談先が分かるものを作成し，退院時に病院

から案内してもらえるとよい。 

・自死遺族に対するカウンセリング費用の助成があるとよい。 

・精神科の通院を要するほどではないが，軽度の方が利用でき

るところがあるとよい。 

・関心の無い人への周知について考える必要がある。 

・22 時～１時に電話相談が多く，その時間帯に対応できる窓口

を増やす必要がある。また，「死にたい。」と相談されたとき

にすぐに対応できる窓口も必要である。 

     

10月26日 

水戸市総合

教育研究所 

・小中学生へ相談先の周知や予防的教育が必要。 

・命の授業。学校以外にも居場所があることを知ってもらう。 
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・必要な機関（病院，福祉保健分野，フリースクールなど）と

連携する。 

・SNS やインターネットを活用したり，駅でのチラシ配布や電

子公告を使用し周知してはどうか。 
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５ 水戸市の課題 

 

国の地域自殺実態プロファイルで推奨された本市の重点パッケージ及び，本市の自殺

をめぐる現状，アンケート調査，関係団体のヒアリング等を通じて，主な課題を整理しま

した。 

 

(1) 個々人に応じた支援 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり，市民アンケ

ート調査においても，「自殺を考えるような強いストレス」※1の原因は多岐にわたっ

ています。原因の上位は，「自分の仕事」「家族との人間関係」「収入・家計・借金等」

となっており，自殺対策は，個々人に応じた適切な支援を推進していくことが重要で

す。 

① こども・若者への支援 

② 女性への支援 

③ 高齢者への支援 

④ 働く世代への支援 

⑤ 生活困窮者への支援 

⑥ 自殺未遂者と遺された人への支援 

※１ P14 市民アンケート調査 「自殺を考えるような強いストレスの原因」 

 

(2) 孤立を防ぐ支援 

本市における主な自殺の特徴として， 60歳以上の男女の自殺者数が多く※２，支援

が優先されるべき対象群の上位を占めています。特に高齢期は，孤立・孤独に陥りや

すく，地域のつながりが重要な役割を持つことから，自殺予防において，地域での「気

づき，見守る」ことができる人材育成が必要となります。 

また，遺された人への支援，こどもから高齢者まですべての年代の居場所づくり等

を含めた，生きることを支援する幅広い環境づくりが重要です。 

住み慣れた地域で，見守りや支え合いを推進しながら，健康で生き生きと暮らすこ

とのできる環境づくりを進める必要があります。 

※２ P6 図 5 性年代別の自殺死亡率と自殺者数 

 

(3) 市民一人一人の気づきと見守り     

本市においては，自殺者数の約６割※３に同居人がいる状況ですが，様々な悩みや

生活上の困難を抱える人に対して，こころの変化に気づき，その悩みや不安を周囲が

親身になって聴くことが重要です。 

自殺の問題は，誰もが当事者になり得る重大な問題であり，様々な社会的要因が背

景にあることが知られています。追い込まれた末の死としての自殺を防ぐためには，

身近な人が自殺を考えている人の存在に気づき，専門家につなぎ見守っていくとい

う，自殺対策における市民一人一人の役割等についての意識が共有されるよう啓発
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する必要があります。 

※３ P７ 図８ 同居人の有無別自殺者数 

 

(4) 相談支援体制 

市民アンケート調査では，ストレスや悩みを抱えた時の相談先を「知らない」との

回答が34.2％※４，「なんとなく知っているが具体的にはわからない」との回答が

43.6％を占めています。 

このことから，健康問題，経済問題，家庭問題など様々な問題を抱えている人に対

する相談・支援体制の充実を図るとともに，暮らしや命の危機に直面したときの支援

の求め方について，具体的かつ実践的な方法を周知し，辛いときには誰かに援助を求

めることが適切であるということの理解を促すことが重要です。 

※４ P20 市民アンケート調査 「相談機関の認知度」 
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第３章 計画の基本的方向 

 

１ 目指す姿 

 

世界保健機関（ＷＨＯ）が「自殺は，その多くが防ぐことのできる社会的な問題」であ

ると明言しているように，自殺は社会の努力で避けることのできる死であるということ

が，世界の共通認識となっています。 

この共通認識の下，自殺対策は，生きることの包括的な支援として，市民一人一人がか

けがえのない個人として尊重されるとともに，地域において共に支えあい，生きる力を基

礎として生きがいや希望をもって暮らすことができるよう，「生きることの阻害要因（過

労，生活困窮，育児や介護疲れ，いじめや孤立等の自殺のリスク要因）」を減らす取組に

加えて，「生きることの促進要因（自己肯定感，信頼できる人間関係，危機回避能力等の

自殺に対する保護要因）」を増やす取組を推進していくものとして，目指す姿を次のよう

に定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もが命の大切さを実感できる 

支えあうまち・水戸 
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２ 基本方針 

 

本計画では，目指す姿の実現に向け，５つの基本方針を定め，基本施策を展開していく

ものとします。 

 

(1) 生きることの包括的な支援 

自殺対策は，生きることの阻害要因を減らす取組に加えて，生きることの促進要因

を増やす取組が必要です。生きることの包括的な支援として，社会全体の自殺リスク

を低下させるとともに，一人一人の生活を守るという姿勢で地域における居場所づ

くりなど，さまざまな分野において，誰一人取り残さない取組への支援を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域におけるネットワークの強化 

自殺は，健康，経済・生活，人間関係等の問題，地域・職場のあり方の変化などの

様々な要因と，その人の性格傾向，家族の状況，死生観などが複雑に関係しています。

このため，保健，医療，福祉，教育，労働その他の様々な分野との連携・協働を図り

ながら，本市の特性に応じた自殺対策を強化します。 

 

(3) 対応の段階等に応じた効果的な対策の推進 

自殺対策は，個々人の問題解決に取り組む対人支援のレベル，関係機関が連携して

包括的な支援を行う地域連携のレベル，法律等の枠組みの整備に関わる社会制度の

レベルの３つのレベルに分け，これらを有機的に連動させることが重要です。 

加えて，これら３つのレベルの個別の施策を，自殺の危険性が低い段階における啓

発等の事前対応，現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する危機対応，自殺や自

殺未遂が生じてしまった場合等における事後対応の３段階ごとに講じていく必要が
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あります。各個別の施策をレベルや段階に応じて一体的に組み合わせていくことに

より，効果的な自殺対策を推進します。 

 

(4) 自殺対策を支える人材の育成と相談支援体制の強化 

自殺対策は，悩んでいる人に寄り添い，関わりを通して「孤独・孤立」を防ぎ，支

援することが重要です。自殺の危険を示すサインに気付き，声をかけることができる

とともに，話を聞き，必要な支援につなげ，適切に見守っていくことができる人材に

ついて，様々な分野において育成を図ります。 

さらに，抱える悩みの背景や原因の解決に向けた相談支援体制の強化を図ること

により，社会全体で支援の手を差し伸べる体制づくりを推進します。 

 

(5) 普及・啓発の推進 

自殺に追い込まれるという危機は，誰にでも起こりうる危機です。危機に陥った人

の心情や背景への理解を深め，危機に陥った場合は誰かに援助を求めることが適切

であるということが，社会全体の共通認識となるよう，更なる普及・啓発を推進しま

す。           
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針 
基本施策 

具体的施策 

目指 

す姿 

誰
も
が
命
の
大
切
さ
を
実
感
で
き
る 

支
え
あ
う
ま
ち
・
水
戸 

 

基本方針１ 

生きることの包

括的な支援 

基本方針２ 

地域における 

ネットワークの

強化 

基本方針４ 

自殺対策を支える人材

の育成と相談支援体制

の強化 

基
本
方
針
３ 

対
応
の
段
階
等
に
応
じ
た
効
果
的
な
対
策

の
推
進 

基本方針５ 

普及・啓発の推進 

４ 早期の気づきと見守りを担う人づく

り 

(1) ゲートキーパー養成の充実 

(2) 学校教育・社会教育に関わる人への

研修の充実 

５ 相談支援体制の強化 

(1) 相談支援体制の充実 

(2) 支援者への支援 

６ 市民への啓発と周知 

(1) リーフレット等を活用した啓発 

(2) 講演会やイベント等を活用した啓

発 

(3) 各種メディアを活用した啓発 

１ 個々人に応じた支援の強化 

(1) こども・若者への支援  

(2) 女性への支援 

(3) 高齢者への支援   

(4) 働く世代への支援 

(5) 生活困窮者への支援 

(6) 自殺未遂者と遺された人への支援 

３ 地域における支援の強化 

(1) 関係機関の連携強化 

２ 孤立を防ぐ支援の強化 

(1) 居場所・生きがいづくりの推進 
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４ 重点的に取り組む事項 

 

 水戸市の課題として抽出された「こども・若者」，「高齢者」，「就労環境問題」，「生活

困窮者」に対する施策に加え，国が新たに重点施策として位置づけた「女性」に対する

施策ついて重点的に推進します。 

  

(1) こども・若者の自殺対策の推進 

いじめを苦にしたこどもの自殺の予防，ＳＯＳの出し方に関する教育を推進する

とともに，こどもが出したＳＯＳへのいち早い大人の気づきや受け止め方等につい

て普及・啓発に努めます。 

また，思春期，青年期において精神的問題を抱える若者，自傷行為の繰り返しや虐

待を受けた影響等により深刻な生きづらさを抱える若者について，適切な医療機関

や相談機関を利用できるように支援するなど，早期発見，早期介入のための取組みを

推進します。 

本市におけるこども・若者の自殺者数は，全体に占める割合は低いものの，近年増

加傾向にあるため，こどもの頃からの自殺リスク低減を図るため，保健，医療，福祉，

教育等の関係機関と連携しながら，様々な状況に応じた施策を推進します。 

 

(2) 女性の自殺対策の推進 

女性の自殺者数は，2019（令和元）年以降増加傾向となっており，特に20代の女性

の増加が顕著になっています。 

妊娠期から産後にかけて，支援が必要な妊婦や，出産後間もない時期の産婦への産

後うつに対する支援など，安心してこどもを産み育てることができるよう支援を推

進します。 

また，コロナ禍で顕在化した女性の雇用問題，家庭内暴力などの課題，性犯罪・性

暴力などの困難な問題等を抱える女性への支援体制の強化が必要です。 

女性特有の視点を踏まえた相談支援体制の推進に向け，関係機関との連携の強化

による支援体制の構築を推進します。 

 

(3) 高齢者の自殺対策の推進 

高齢者の社会参加や生きがいづくりの支援，居場所づくり等の施策を強化し，高齢

者が活動的で生きがいのある生活を送れるよう，住民主体の通いの場の充実と介護

予防のための活動を推進します。 

また，地域包括ケアシステムを構築し，地域住民や関係団体等との連携を深め，高

齢者の生活支援サービス提供体制づくりを推進するとともに，「水戸市安心・安全見

守り隊」の活動など，地域での見守り体制を強化します。 

 

(4) 就労環境問題にかかわる自殺対策の推進 

事業所等との連携により，仕事に関する悩みを抱えた人が，適切な相談支援を受け
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ることができるよう，相談・支援体制の強化を図るとともに，ストレスチェックを実

施し，自身のストレスに気づき，これに対処するための知識の習得とセルフケアを実

践できる環境づくりを促進します。 

また，市民一人一人がやりがいや充実感を得ながら働き，仕事上の責任を果たすと

ともに，家庭や地域生活などにおいても，子育て期，中高年期といった人生の各段階

に応じて多様な生き方が選択，実現できる社会の実現を目指す，ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた環境づくりに取り組みます。 

 

(5) 生活困窮者の自殺対策の推進 

生活困窮者が抱える困り事や不安に対し，専門の支援員が相談を受けて，どのよう

な支援が必要かを相談者と一緒に考え，寄り添いながら自立に向けた支援を実施す

る自立相談支援事業を推進します。 

また，生活困窮者世帯のこどもが将来自立した生活を送れるための学習支援をは

じめ，進学に関する支援，日常的な生活習慣，仲間と出会い活動ができる居場所づく

りなど，世代を超えた貧困の連鎖を防ぐための環境整備と教育機会の均衡化を推進

します。 

さらに，失業者に対する早期再就職支援や，求職者に対する求人情報の提供や職業

相談に応じるなど，関係機関と連携した就労支援体制の構築を推進します。 
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５ 計画の数値目標・評価指標 

(1) 数値目標 
 

2028（令和 10）年の自殺死亡率（※）を１２．５以下にする 

                                 

〇 数値目標の算出根拠 

計画策定の趣旨のとおり，自殺対策を通じて最終的に目指すべき姿は，全ての人が

かけがえのない個人として尊重される社会の実現です。 

国は，前「自殺総合対策大綱」において，当面の目標として，先進諸国の現在の水

準まで減少させることを目指し，2026（令和８）年までに，自殺死亡率を2015（平成

27）年と比べて30％以上減少させることを目標に掲げました。これは，全国の自殺死

亡率を，2015（平成27）年の18.5から2026（令和８）年までに13.0以下にするという

ものです。 

2020（令和２）年に再び自殺者数が増加傾向に転じたことを踏まえて策定された新

たな自殺総合対策大綱においても，引き続き，同様の数値目標が設定されました。 

本市においても，誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して，国と

同様に，自殺死亡率を2015（平成27）年と比べて30％以上減少させることを目指しま

す。 

このため，本計画では，最終年となる2028（令和10）年の自殺死亡率の目標を，12.5

以下とします。 

なお，できるだけ早期に目標を達成できるよう努めるものとし，目標が達成された

場合は，大綱の見直し期間にかかわらず，そのあり方も含めて数値目標を見直すもの

とします。  

 

※ 自殺死亡率とは，年間の人口10万人当たりの自殺による死亡者数です。 
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(2) 評価指標 

計画の推進における効果検証のために，各施策の実施状況を確認するとともに，数

値化できる施策については，評価指標を設定します。 

 

項目 現状値 
目標値 

（2028（令和10）年度） 

自殺死亡率 
20.7 

（2022(令和4)年） 
12.5以下 

安心・安全見守り隊参加団体数 
212団体 

（2023（令和5）年） 
250団体 

ゲートキーパー研修受講者数 
1,173名 

（2023（令和5）年） 
1,900名 

相談機関を知っている人の割合 
20.7％ 

（2023（令和5）年） 
50.0％ 

ＳＯＳの出し方に関する教育を市

内全校で年1回以上実施 

100.0％ 

（2022（令和4）年） 
100.0％ 
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第４章 施策の展開 

 

◇基本施策１ 個々人に応じた支援の強化 

 

市民アンケート調査では，自殺を考えるようなストレスの原因は，「自分の仕事」「家族との人間関

係」「収入・家計・借金等」の順に多くなっていることから，地域や職域等の関係機関と連携を強化し，

確実に支援に繋げるための包括的な支援体制づくりを推進する必要があります。 

 

【具体的施策１】 こども・若者への支援 

 

【現状と課題】 

〇20歳未満の自殺者数は，全体に占める割合では低いものの，2016（平成28）年以降増加傾向が

続いており，こどもへの支援や若者の特性に応じた支援の充実が必要です。 

〇本市においては，「水戸市いじめ防止基本方針」を策定するとともに，いじめ解決推進事業「ふれ

あいプラン」を推進し，いじめの未然防止や早期発見に取り組んでいます。 

 

【施策の基本的方向】 

〇こども・若者が抱える様々な悩みに対応することができるよう，相談体制の強化・充実を図ります。 

〇保護者への相談支援を行い，こどもの健全な育成を推進します。 

〇市，学校，家庭，地域住民等が連携して，学校生活における「こころの健康づくり」を推進します。 

〇こども・若者が社会において直面する可能性のある様々な困難，ストレスへの対処方法を身に付

け，不安や悩みを抱え込まず学校生活や社会生活を送れるよう，ＳＯＳの出し方に関する教育を

推進します。 

 

事業名 事業内容 

ＳＯＳの出し方に関する

教育の推進 

・命の大切さを実感できる教育の推進 

・こころの発達及び不安や悩み，ストレス等への対処方法を身に付

けるための教育の推進 

命の大切さを学ぶ授業

の推進 

・中学生が，赤ちゃんと触れ合う機会を通して，親の愛情を感じ，命

の大切さを学ぶ授業の推進 

ホームフレンド事業の推

進 

・ＤＶ被害者のこどもが抱えるこころの不安が軽減できるよう，学生

等を話し相手として派遣 

定期健康診断の実施 ・乳幼児，児童生徒等を対象とした定期健康診断の実施や，健診

結果をもとにした乳幼児，児童生徒等の心身の状況把握 



36 

 

相談体制の充実 ・各学校への「相談ポスト」の設置 

・スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー，心の教室相

談員の活用 

・総合教育研究所内に「いじめ相談ダイヤル」の設置 

・児童生徒の教育上の諸問題や対応に関する教育相談（来所相

談，電話相談等）の実施 

・校内オンライン相談窓口の設置 

SNS相談窓口等の周知 ・SNS・LINE相談窓口（県） 

・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

各種相談窓口の周知 ・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

いじめの未然防止の取

組の推進 

・月１回以上，登校時に地域団体，ＰＴＡ，児童生徒，教職員等に

よる「あいさつ運動」の実施 

・人権擁護委員による「いじめをなくそう人権教育」の全校での実施 

いじめの早期発見・早期

対応のための支援体制

の強化 

・各学校で,児童生徒に対し，年６回のいじめの実態調査を実施 

・総合教育研究所内に設置した「いじめ対応専門班」による学校訪

問 

・ＰＴＡ，警察，児童相談所，民生委員，保護司等と連携したサポ

ートチームによる対応 

いじめ防止対策推進法

に定める組織等の運営 

・各学校における「学校いじめ防止対策委員会」の運営 

・「水戸市いじめ問題対策連絡協議会」の運営 

・「水戸市いじめ問題調査委員会」の運営 

・「水戸市いじめ再調査委員会」の運営 

適応指導教室「うめの香

ひろば」の実施 

・不登校児童生徒の学校復帰への支援，自立に向けた支援 

・うめの香ひろば通級生の在籍学校教職員とのコンサルテーション

による情報共有 

保護者に対する相談支

援 

・スクールカウンセラー等を活用した家庭教育フォーラムの開催 

・不登校児童生徒の保護者に対する相談活動の実施 

要保護児童及びＤＶ対

策地域協議会による地

域ネットワークの強化 

・児童やＤＶ被害者等の抱える問題や自殺の危機等に関する情報

の共有など，関係機関や地域との連携強化 

・適正な児童養育及び児童虐待やＤＶの発生予防，早期発見，早

期対応等の実施 

青少年・若者の非行・犯

罪対策の推進 

・青少年・若者の非行や犯罪の未然防止，早期発見，早期対応を

図るため，関係機関や地域団体との連携を強化し，青少年相談

員による街頭補導活動や各中学校区青少年育成会等の地域団

体による非行防止活動の推進 
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体験活動を通じた青少

年の生きる力の育成 

・地域活動やボランティア活動，各種行事等へ参画できる機会の

拡充による青少年の様々な社会参加活動の促進 

 

【具体的施策２】 女性への支援 

 

【現状と課題】 

〇本市の女性の自殺者数は，2019（令和元）年以降増加傾向にあります。市民アンケート調査では，

男性に比べ，ストレスがあるとした人の割合が高くなっています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇予期せぬ妊娠などによる身体的・精神的な悩みや不安，産後うつの予防等，妊産婦等への支援

体制を推進します。 

〇子育てに関する悩みを一人で抱え込み，自殺リスクに発展することがないよう，子育て世代への

支援や相談体制を強化します。 

〇性犯罪・性暴力被害者等，困難な問題を抱える女性への支援を推進します。 

 

事業名 事業内容 

妊娠期から子育て期に

係る相談・支援体制の

充実 

・母子保健コーディネーターが産科や精神科医療機関等と連携し

た切れ目ない支援の提供 

・生後４か月児までの乳児がいる家庭に対し，子育てアドバイザー

等の訪問による相談・支援 

・養育支援が必要な家庭に対し，専門職アドバイザーの派遣による

児の見守りや養育者への支援 

・地域子育て支援拠点事業や保育所，幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供や相談の実施 

・わんぱーく・みと，はみんぐぱーく・みとにおける子育てに関する相談

の実施 

・家庭児童相談員による子育てに関する悩みなどを抱える保護者

に対する相談対応，情報提供 

・子育て支援相談員による子育て家庭への適切な子育てサービス

の情報提供や相談・支援の実施 

ＤＶ被害者に対する相

談・支援体制の充実 

・女性相談員によるＤＶ被害者に対する相談対応，情報提供 

・ＤＶ被害者の自立促進のための相談支援，情報提供 

女性のための労働相談 ・労働や法律等に関羽る相談体制を充実させるため，女性の社会

保険労務士による電話相談の実施 

・就労に関して不安や悩みを抱えている女性に向けた，積極的な情

報発信 

オンライン相談の周知 ・女性のためのこころのオンライン相談＠いばらき等の周知 

・SNS・LINE相談窓口（県） 
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・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

多様な子育てニーズに

対応した情報の発信 

・子育て支援ガイドブックやWebサイト，ＳＮＳを利用した情報の発信 

 

【具体的施策３】 高齢者への支援 

 

【現状と課題】 

〇本市では，60歳以上の男女の自殺者数が多いことから，孤独や孤立，身体疾患，住まいや住環

境等，高齢者の課題を踏まえた支援，働きかけが重要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇一人暮らし高齢者や高齢世帯及び家族介護者に対し，生活環境や身体状況に応じたきめ細やか

な福祉サービスを提供し，高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らせる環境づくりに取り組みま

す。 

 

事業名 事業内容 

地域包括ケアシステム

の確立 

・高齢者支援センターによる相談支援の実施 

・住み慣れた地域で生活を送ることができるよう，地域住民や市民

活動団体等との連携を深め，孤立防止，社会参加を図るなど，高

齢者の支援やサービス提供体制づくりの推進 

地域見守り・支えあいの

推進 

・高齢者等の異変を早期に発見し，支援を必要とする高齢者等に

ついて，地域をさりげなく見守る「水戸市安心・安全見守り隊」の活

動推進 

消費者教育の推進 

 

・孤立しがちな単身の高齢者を消費者被害から守るための仕組み

づくりの推進 

・高齢者の消費者被害の未然防止等に係る消費者教育の強化 

高齢者の健康づくりや社

会参加，生きがいづくり

の推進 

・元気アップ・ステップ運動，シルバーリハビリ体操教室など，住民主

体の通いの場の充実と自立支援に資する取組の推進 

・介護予防・生活支援サービスの提供 

・高齢者クラブ活動の支援 

・シルバー人材センター運営の支援 

・生活環境や身体状況に応じた在宅福祉サービスの充実 

・いきいき交流センター運営の充実 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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SNS相談窓口等の周知 

（再掲） 

・SNS・LINE相談窓口（県） 

・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

 

【具体的施策４】 働く世代への支援 

 

【現状と課題】 

〇20～50歳代の男性の自殺者数については，有職者に多く，そのうち被雇用者・勤め人の割合が

自営業・家族従事者を大きく上回っていることから，産業保健分野との連携を強め，職場における

メンタルヘルス対策の充実強化を図る必要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇事業所との連携を図り，地域におけるメンタルヘルス対策やワーク・ライフ・バランスの取組を推進

します。 

 

事業名 事業内容 

勤労者等への支援 ・消費生活問題，多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供，職業相談 

・労働問題に関する相談対応，情報提供 

職域におけるメンタルヘ

ルス対策の推進と講座

やセミナーの開催 

・ストレスチェック実施の周知徹底 

・メンタルヘルス対策の講座の開催 

・事業所や地域社会におけるワーク・ライフ・バランスの取組の促進 

・市内事業所トップセミナーや女性のための就業（復職、起業）支援

講座の開催 

・市民，事業者向け性的マイノリティに関する研修会等の開催 

・市内大学等との連携によるキャリアセミナーの開催 

・「いばらき健康経営推進事業所認定制度」の周知 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

SNS相談窓口等の周知 

（再掲） 

・SNS・LINE相談窓口（県） 

・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

女性のための労働相談 

（再掲） 

・労働や法律等に関羽る相談体制を充実させるため，女性の社会

保険労務士による電話相談の実施 

・就労に関して不安や悩みを抱えている女性に向けた，積極的な情

報発信 
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放課後児童対策等の充

実 

・共働き等による留守家庭の児童に対し，適切な遊びや生活の場

を提供する「放課後児童健全育成事業（開放学級，学童クラブ）」

の実施 

・ファミリー・サポート・センター事業，一時預かり事業，病児保育事

業，延長保育事業等による保護者の育児負担軽減 

 

 

【具体的施策５】 生活困窮者への支援 

 

【現状と課題】 

〇本市の自殺者数を職業の有無別にみると，無職者が有職者を上回っているため，就業相談や職

業紹介等の支援に加え，生活苦等から自殺するリスクが高まることを防ぐ取組が必要です。 

【施策の基本的方向】 

〇無職者・失業者等に対する相談窓口の周知を強化するとともに，消費者被害や多重債務に直面

した際に生じるこころの悩みを相談できる窓口について，周知を図ります。 

〇生活困窮者からの相談を広く受け付け，必要な支援を行う自立相談支援事業を推進します。 

 

事業名 事業内容 

自立相談支援事業の推

進 

・専門の支援員による生活困窮者への相談・支援 

生活保護事業 ・生活困窮の程度に応じ必要な保護を行い，最低限度の生活の維

持と自立助長への支援 

失業者等に対する相談

事業 

・ハローワークの紹介 

・ハローワークと連携した失業者及び求職者への支援 

・自立相談支援事業を通した就労支援 

住居確保給付金の支給 ・離職者等に対し，就職活動を行うことを要件とした一定期間の家

賃相当額の支給 

こどもの貧困対策の推進 ・生活困窮世帯のこどもに対する学習支援の実施 

・こども食堂の運営の支援 

・就学援助の実施 

ひとり親家庭等の自立支

援の推進 

・ひとり親家庭等への諸手当の給付及び就労支援 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

SNS相談窓口等の周知 

（再掲） 

・SNS・LINE相談窓口（県） 

・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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【具体的施策６】 自殺未遂者と遺された人への支援 

 

【現状と課題】 

○自殺未遂者は，自殺者の少なくとも10倍は存在する（※）と言われており，自殺未遂者への

支援を充実させることは，重要な自殺予防対策となります。 

○本市においても，2017（平成29）～2021（令和３）年の自殺者数198名のうち，20％は未遂

歴があります。自殺を図った人が，健康で安定した生活を取り戻すことができるよう，個々の事

情に配慮した適切な支援を行うことが必要です。 

○学校，職場で自殺や自殺未遂があった場合に，自殺の連鎖や自殺未遂を繰り返さないよう，

その直後の周りの人々に対する心理的ケアを適切に行うことが必要です。 

○大切な人を自殺で亡くした遺族等について，自殺への偏見による遺族の孤立化の防止やここ

ろを支える活動も重要です。 

 

※ 自殺に関する総合対策の緊急かつ効果的な推進を求める決議 

（2005（平成17）年７月19日参議院厚生労働委員会） 

 

【施策の基本的方向】 

〇自殺未遂を繰り返す人やその家族等の相談に応じることで，不安を軽減し，自殺未遂の繰り

返しを防止できるよう関係機関と連携して支援します。また，より適切な相談機関につなぐこと

ができるよう，相談窓口情報をわかりやすく発信していきます。 

〇自殺未遂や自殺後の，学校，職場等における対応マニュアルや教職員向けの資料の普及に

努め，適切な事後対応を促します。 

〇遺族等が，健康な生活を取り戻すことができるよう相談に応じるとともに，自助グループ等の

活動について情報提供します。 

 

事業名 事業内容 

訪問指導の実施 ・自殺未遂者及びその家族等に対し，対象者のおかれている状況

や抱えている問題を総合的に把握し，必要な訪問指導の実施とと

もに，相談機関や関係機関の紹介 

・育児不安や生活困窮等がある場合は，不安を軽減できるよう関

係機関と連携 

相談機関についての情

報提供の強化 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

研修会の開催 ・保健，介護，生活，子育て等に関わる専門職等に対して，自殺の

リスクアセスメント等に関する研修会の実施 

適切な事後対応の促進 ・自殺未遂や自殺後の対応について，危機管理マニュアルに基づ

き，再発防止策の促進 

・長時間労働やハラスメントなど，職場環境改善のための指導 

遺族等への情報提供 ・広報みとや市ホームページ等を活用した各種相談先の情報や相

談会の開催など自殺対策関連情報の提供 
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自助グループ等の情報

提供 

・活動内容について記載したリーフレットの配布 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 
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◇基本施策２ 孤立を防ぐ支援の強化 

 

【具体的施策１】 居場所・生きがいづくりの推進 

 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では，ストレスや悩みの解消方法について，「趣味」「人に話を聞いてもらう」とし

た人が多く，市民一人一人が，地域において他者とつながりを持ち，生きがいを持って生き生きと

暮らせるよう，様々な取り組みを展開する必要があります。 

〇一人暮らしの自殺者数は，同居世帯と比べて高いことから，孤立のリスクを抱える恐れのある人が，

地域とつながり，支援を受けることができるよう，孤立を防ぐための居場所づくりを推進する必要が

あります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇地域コミュニティ活動及び生涯学習を通して，孤立化の防止や居場所づくりを推進します。 

〇生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりに向け，それぞれ関心に応じて学習できる機会の充実を

図ります。 

〇高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進のために，高齢者クラブ活動やボランティア活動を支

援します。 

 

事業名 事業内容 

高齢者の健康づくりや社

会参加，生きがいづくり

の推進 

（再掲） 

・元気アップ・ステップ運動，シルバーリハビリ体操教室など，住民主

体の通いの場の充実と自立支援に資する取組の推進 

・介護予防・生活支援サービスの提供 

・高齢者クラブ活動の支援 

・シルバー人材センター運営の支援 

・生活環境や身体状況に応じた在宅福祉サービスの充実 

・いきいき交流センター運営の充実 

生活困窮世帯のこどもに

対する学習支援事業 

・将来自立した生活を送れるようにするための学習支援や居場所づ

くり 

こどもの居場所づくりの充

実 

・保育所，幼稚園等における就学前児童の一時預かりの実施 

・０歳６か月から２歳までの未就園児を対象に，月一定時間までの

利用可能枠の中で，就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利

用できる（仮称）こども誰でも通園制度の実施 

・地域子育て支援拠点事業や保育所，幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供 

・共働き等による留守家庭の児童に対し，適切な遊びや生活の場

を提供する「放課後児童健全育成事業（開放学級，学童クラブ）」

の実施（再掲） 
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体験活動を通じた青少

年の生きる力の育成 

（再掲） 

・地域活動やボランティア活動，各種行事等へ参画できる機会の

拡充による青少年の様々な社会参加活動の促進 

地域における障害者の

交流機会の充実 

・障害者が主体的に参加できるレクリエーション等の活動や交流機

会の拡充 

生涯にわたる学習機会

の充実 

・生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりなど，それぞれの関心に

応じて学習できる機会の充実 

・市民センターにおける地域コミュニティ活動及び生涯学習活動の

参画による孤立化の防止や居場所づくりの推進 

ひきこもりの方への支援

の充実 

・ひきこもり当事者の居場所の設置 

・専門医や専門職によるひきこもり専門相談の実施 
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◇基本施策３ 地域における支援の強化 

 

【具体的施策１】 関係機関の連携強化の推進 

 

【現状と課題】 

〇自殺には，健康問題，経済・生活問題，人間関係の問題のほか，地域や職場のあり方の変化など，

様々な要因とその人の性格傾向，家族の状況などが複雑に関係しています。そのため，様々な分

野の関係機関が連携し，協働して施策に取り組む必要があります。 

○本市の自殺者数を年代別にみると，男女とも60歳以上の高齢者が多い状況にあり，その背景に

は，生活苦，介護の悩み，身体疾患等により，閉じこもりや抑うつ状態に陥っていることが考えられ

ます。 

○民生委員・児童委員等の地域で活動する身近な人からの連絡により早期発見や支援につなげら

れることから，地域で展開されているそれぞれの活動のつながりを強化していく必要があります。 

○多重債務問題は，住民生活のあらゆる場面で広く関わり，追いつめられ自殺にも発展する可能性

があります。本市においては，職員向けの多重債務者支援マニュアルを庁内関係部署に配布して

おり，各窓口と連携して取り組んでいます。このように，自殺対策として，全庁的に連動・連携して

取り組む必要があります。 

○不安やうつ症状など支援の必要な妊産婦に対し，医療機関や行政等複数の関係機関が連携を

図り，安心して出産や子育てができるように，精神保健的な視点だけでなく，社会・経済的な視点

を含む包括的な取組が重要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇地域コミュニティ活動及び生涯学習を通して，孤立化の防止や居場所づくりを推進します。 

〇生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりに向け，それぞれ関心に応じて学習できる機会の充実を

図ります。 

〇高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進のために，高齢者クラブ活動やボランティア活動を支

援します。 

○保健，医療，福祉，教育，労働その他様々な分野が，協働して自殺対策を総合的に推進するた

め，それぞれが果たすべき役割の明確化，情報共有を行い，顔の見える関係を築きながら，相互

の連携強化を図ります。 

○本市においても，関係部署の役割を明確にし，各種相談窓口間での連携の強化，事例の検討な

ど，早期からの連携を図ります。 

○高齢者の孤立や孤独を防ぎ，社会参加等の施策と連動した事業の展開に向け，地域のサービス

提供体制づくりの推進を図ります。 

○相談をする機会がなく，地域とのつながりが希薄な世帯に対し，地区組織等の協力を得て，相談

窓口の周知や自殺のサインに気づき，要支援世帯の早期発見ができるよう地域ぐるみの支援体

制を構築します。 

○うつ病や依存症など，精神疾患を持つ人は，自殺のリスクが高い傾向にあるため，確実に医療に

つなぐ取組に合わせて，適切な精神保健医療福祉サービスが受けられるよう，家族，当事者，地
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域の支援機関，専門医療機関等とのネットワークづくりを強化します。 

 

事業名 事業内容 

地域包括ケアシステム

の確立（再掲） 

・住み慣れた地域で生活を送ることができるよう，地域住民や市民

活動団体等との連携を深め，孤立防止，社会参加を図るなど，高

齢者の支援やサービス提供体制づくりの推進 

地域見守り・支えあいの

推進（再掲） 

・高齢者等の異変を早期に発見し，支援を必要とする高齢者等に

ついて，地域をさりげなく見守る「水戸市安心・安全見守り隊」の活

動推進 

消費者教育の推進 

（再掲） 

・孤立しがちな単身の高齢者を消費者被害から守るための仕組み

づくりの推進 

・高齢者の消費者被害の未然防止等に係る消費者教育の強化 

勤労者等への支援 

（再掲） 

・消費生活問題，多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供，職業相談 

・労働問題に関する相談対応，情報提供 

妊産婦支援の充実 ・母子保健コーディネーターが産科や精神科医療機関等と連携し

た切れ目ない支援の提供（再掲） 

要保護児童及びＤＶ対

策地域協議会による地

域ネットワークの強化 

（再掲） 

・児童やＤＶ被害者等の抱える問題や自殺の危機等に関する情報

の共有など，関係機関や地域との連携強化 

・適正な児童養育及び児童虐待やＤＶの発生予防・早期発見・早

期対応等の実施 

障害者虐待防止対策支

援事業の推進 

・障害者虐待防止支援センターにおいて，虐待の未然防止や早期

発見，迅速な対応，その後の適切な支援の提供 

こころの健康相談・支援

体制の充実 

・こころの悩みや精神疾患を抱える人と家族への専門職による相談

対応の充実 

・適切な医療に結び付けられるよう，専門医療機関や支援機関等と

の支援体制の充実 

・精神疾患を抱える人と家族への教室等の実施 

地域活動の推進 ・民生委員・児童委員，保健推進員，食生活改善推進員等が地域

で展開している，自殺対策と連動した相談支援活動の推進 

コミュニティづくりの推進 ・住民主体の地域づくりに向け，様々な住民が気軽に参加し，共に

支え合える組織づくりの推進 

・町内会・自治会の加入促進を図り，地域での孤立化の防止 

あいさつ・声かけ運動の

推進 

・良好な近所付き合いや住民同士のコミュニケーションの輪を広

げ，孤立化を防止するための，あいさつ・声かけ運動の推進 

団体・事業者・学校・ＮＰ

Ｏ等との協働 

・地域コミュニティ活動の円滑化に向け，福祉，環境，教育，防犯，

防災等に取り組むなど，市，水戸市住みよいまちづくり推進協議会

及び地区会，ボランティア団体・ＮＰＯ等や事業者，学校等との協

働の推進 
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◇基本施策４ 早期の気づきと見守りを担う人づくり 

 

市民アンケート調査では，自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手として，「相

談する必要はないので誰にも相談していない」とした人が最も多くなっています。そのため，家族を

始め，地域住民や職場の人など，少しでも多くの市民が自殺リスクを支える人材として活躍するこ

とが求められます。 

 

【具体的施策１】 ゲートキーパー養成の充実 

 

【現状と課題】 

〇本市では，2010（平成22）年より，自殺対策として，民生委員や保健推進員等を対象に研修を毎

年開催し，ゲートキーパーを育成しています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇様々な悩みや生活上の困難を抱える市民に対して，気づきや見守り対応ができる人材の育成を

目的に，ゲートキーパー養成研修の受講促進を図ります。 

 

事業名 事業内容 

ゲートキーパー養成研修

の拡充 

・地区組織や在宅サービス関係団体等を対象とした研修会の開催 

・教職員や保護者を対象とした研修会への参加促進 

・相談担当者等を対象とした研修会を開催 

 

【具体的施策２】 学校教育・社会教育に関わる人への研修の充実 

 

【現状と課題】 

〇本市における 20 歳未満の自殺者数は少ないものの，増加傾向にあることから，児童生徒の自殺

を未然に防ぐためには，学校や家庭など，身近なところで相談できるよう，相談・支援体制の強化を

図る必要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇学校教育や社会教育に関わる人への研修を実施し，相談・支援体制の充実を図ります。 

 

事業名 事業内容 

教職員等に対する研

修 

・教職員，心の教室相談員を対象にした不登校対策研修会等の実施 

・教職員研修における，個々の事情に応じた相談窓口や専門機関につ

いての情報提供 

ボランティア活動の促

進・養成講座 

・ボランティア活動の周知・啓発，活動に係る人材育成，活動支援 

・ボランティア養成時に,気づきと見守りの視点を取り入れた講座内容の

充実 
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◇基本施策５ 相談支援体制の強化 

 

【具体的施策１】 相談支援体制の充実 

 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では，自殺を考えるようなストレスの原因は，「自分の仕事」「家族との人間関

係」「収入・家計・借金等」の順に多くなっていることから，地域や職域等の関係機関と連携を強化

し，確実に支援に繋げるための包括的な相談支援体制づくりを推進する必要があります。 

〇市民アンケート調査では，ストレスや悩みを抱えたときに相談しやすいのは，「電話」「ＳＮＳ，インタ

ーネット」とする人が多かったため，誰もが相談しやすい体制づくりが必要です。 

〇本市における女性の自殺者数は，2019（令和元）年以降増加傾向となっており，特に20歳代の

女性の自殺者数の増加が顕著になっています。市民アンケート調査でも，ストレスの有無について，

「ある」の割合が男性に比べて高くなっています。 

〇女性の自殺対策は，予期せぬ妊娠や育児不安，性犯罪・性暴力などの困難な問題等を抱える女

性への相談支援体制づくりが必要です。 

〇本市の自殺者数を職業の有無別にみると，無職者が有職者を上回っているため，就業相談や職

業紹介等の相談支援体制が必要です。 

〇市民アンケート調査では，自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手として，市や県，

国の行政機関と比べて，「民間の相談機関」とする人の割合が多くなっています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇それぞれの人が抱える多様なストレスの原因に対する相談支援体制を実現するため，多分野・多

機関による，包括的な相談支援体制構築を推進します。 

〇従来の相談支援に加え，ＩＣＴ等を活用した相談支援や相談窓口に繋がるための支援を推進しま

す。 

〇女性が抱える多様な困難に対応した相談支援を推進します。 

〇無職者・失業者等に対する相談窓口の周知を強化するとともに，消費者被害や多重債務に直面

した際に生じるこころの悩みに対する相談支援を実施します。 

〇生活困窮者からの相談を広く受け付け，必要な支援を行う自立相談支援事業を推進します。 

〇経済・生活問題，健康問題，家庭問題など，様々な悩みを抱えた人の家族や身近な人の相談に

応じることで，不安が軽減できるよう支援します。また，より適切な相談機関につなぐことができるよ

う，相談窓口情報をわかりやすく発信していきます。 

 

事業名 事業内容 

ホームフレンド事業の推

進（再掲） 

・ＤＶ被害者のこどもが抱えるこころの不安が軽減できるよう，学生

等を話し相手として派遣 

適応指導教室「うめの香

ひろば」の実施（再掲） 

・不登校児童生徒の学校復帰への支援，自立に向けた支援 

・うめの香ひろば通級生の在籍学校教職員とのコンサルテーション

による情報共有 
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勤労者等への支援 

（再掲） 

・消費生活問題，多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供，職業相談 

・労働問題に関する相談対応，情報提供 

・女性のための労働相談の実施 

妊娠期から子育て期に

かかる相談支援体制の

充実（再掲） 

・母子保健コーディネーターが産科や精神科医療機関等と連携し

た切れ目ない支援の提供 

・生後４か月児までの乳児がいる家庭に対し，子育てアドバイザー

等の訪問による相談・支援 

・養育支援が必要な家庭に対し，専門職アドバイザーの派遣による

児の見守りや養育者への支援 

・地域子育て支援拠点事業や保育所，幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供や相談の実施 

・わんぱーく・みと，はみんぐぱーく・みとにおける子育てに関する相談

の実施 

・家庭児童相談員による子育てに関する悩みなどを抱える保護者

に対する相談対応，情報提供 

・子育て支援相談員による子育て家庭への適切な子育てサービス

の情報提供や相談・支援の実施 

ＤＶ被害者に対する相談

支援体制の充実（再掲） 

・女性相談員によるＤＶ被害者に対する相談対応，情報提供 

・ＤＶ被害者の自立促進のための相談支援，情報提供 

性的マイノリティに関する

相談 

・社会の様々な場面で生きづらさを抱えている，性自認や性的指

向，性自認と身体の性の不一致に関して悩みを持つ当事者や家

族，友人等の不安や悩みに寄り添うために，臨床心理士で当事者

でもある専門相談員による電話・メール相談を実施 

障害者に対する相談支

援体制の充実 

・障害者や家族を対象とする相談・支援体制の充実 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

SNS相談窓口の周知 

（再掲） 

・SNS・LINE相談窓口（県） 

・こころのSNS相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省SNS相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

各種相談事業の実施 ・こころや身体の悩みを抱えた人に対する，専門職による家庭訪

問，相談・支援 

・介護相談員が居宅要介護（要支援）被保険者の自宅等を訪問

し，介護に係る各種相談対応 

・人権問題の相談に応じる人権法務相談の実施 

・外国人の生活様式や習慣などの違いから生じる悩みへの相談対
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応，情報提供 

 

 

 

【具体的施策２】 支援者への支援 

 

【現状と課題】 

〇若者は，支援機関の窓口だけではなく，個人的なつながりで，友人等の身近な人に相談する傾向

があると言われています。また，悩みを打ち明けられ，相談を受けた身近な人が，対応に苦慮して

自らも追いつめられるという事案も発生していることから，家族や身近な人のこころの健康を維持す

るための取組が必要です。 

〇自殺願望を有する人の様々な相談を受ける相談担当者については，相談対応により過重な負担

がかかるため，セルフケア研修や必要に応じた個別の支援が必要です 

 

【施策の基本的方向】 

〇相談担当者の精神的ストレスの軽減を図るため，研修会を実施するとともに，相談体制の強化を

図ります。 

 

事業名 事業内容 

相談担当者へのフォロー

体制の強化 

・悩みを抱える人を支援する家族等を対象とした相談対応 

・健康診査や健康相談を通じて，心身面における健康の維持増進 

・ストレスに対応する適切な行動をとることができるようにするための

研修の実施 

相談機関についての情

報提供の強化（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

ひきこもり当事者の家族

への支援 

・専門医，専門職によるひきこもり家族相談の実施 

・ひきこもり家族教室の開催 
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◇基本施策６ 市民への啓発と周知 

 

毎年，９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間には，広報紙において，こころの健康に

関する啓発や相談機関の周知を図っています。また，３月に実施する街頭キャンペーンにおいて

は，自殺予防の呼びかけや啓発資材の配布を県や関係機関とともに実施しています。 

 

【具体的施策１】 リーフレット等を活用した啓発 

 

【現状と課題】 

〇保健所と消費生活センターにおいて，こころの健康相談を定期的に実施しています。しかし，市民

アンケート調査では，ストレスや悩みの相談先について，７割以上が「知らない」又は「なんとなく知

っているが具体的にはわからない」と回答しており，十分に周知できていない状況です。 

〇自殺リスクを抱えた人を適切な支援につなげるためには，市民に対する，自殺対策についての正し

い理解・知識の普及や相談支援機関の周知を図る必要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇自殺対策に関する相談機関を幅広く周知するため，生きる支援に関する様々な相談先を掲載し

たリーフレットを配布します。 

〇自殺予防週間及び自殺対策強化月間において，のぼり旗やポスターを掲示するなど，自殺対策

の普及・啓発を行います。 

 

事業名 事業内容 

ポスターやリーフレットの

設置による周知 

・コンビニエンスストアや市民センターなど市民が訪れる機会が多い

場所に，ポスターやリーフレットの常時設置 

自殺予防週間，自殺対

策強化月間における啓

発 

・のぼり旗，ポスター掲示，リーフレットの配布 

・街頭キャンペーンや各種イベントにおいて，自殺予防の呼びかけ

や相談先のリーフレットなどの啓発グッズの配布 

市役所庁舎内へのリー

フレット設置，配布 

・来庁者に対し，適切な相談窓口を案内するリーフレットの設置，配

布 

 

 

【具体的施策２】 講演会やイベント等を活用した啓発 

 

【現状と課題】 

〇自殺に対する誤った認識や偏見を払しょくするとともに，命や暮らしの危機に陥った場合には，誰

かに援助を求めることが適切であるという理解の促進を図る必要があります。また，悩みを抱えて

いる人の存在に気づき，話を聞き，必要に応じて専門家につないで見守るという役割について，市

民一人一人が理解し，それを実践できるように普及・啓発を行う必要があります。 
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【施策の基本的方向】 

〇市民向けの研修会や講演会を開催し，自殺問題に対する理解の促進と啓発を図ります。  

 

事業名 事業内容 

自殺対策に関する知識

の普及 

・講演会，講座，出前講座などによる自殺対策に係る知識の普及

や相談窓口の周知 

 

【具体的施策３】 各種メディアを活用した啓発 

 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では，「相談する必要はないので誰にも相談していない」「相談したいが誰にも

相談できないでいる」が上位を占めています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇様々な問題に対する相談窓口をわかりやすく周知します。 

〇自殺対策に関する情報や正しい知識の普及のため，WebサイトやＳＮＳを活用したプッシュ型の周

知方法を取り入れるなど，多様な手法による情報の発信に努めます。 

 

事業名 事業内容 

広報紙，Webサイト，ＳＮ

Ｓを活用した情報発信 

・自殺予防週間，自殺対策強化月間を中心に，こころの健康に関

する啓発や相談機関の周知 

・インターネット広告を活用した相談窓口の周知 

多様な子育てニーズに

対応した情報の発信 

（再掲） 

・子育て支援ガイドブックやwebサイト，ＳＮＳを利用した情報の発信 

・みとっこ子育て応援アプリによる情報発信 

市民活動に係る情報発

信 

・市民活動の広がりや仲間づくり等に係る市民活動情報webサイトを

通し，関係団体の情報や活動の発信 
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第５章 推進体制と進行管理 

 

１ 推進体制 

 

本計画の目指す姿である「誰もが命の大切さを実感できる 支えあうまち・水戸」の実

現を目指して，市や関係団体，地域，市民等が協働し，それぞれの役割を果たしながら，

計画の推進を図ります。 

 

(1) 水戸市の役割 

自殺に関する本市の現状や社会情勢の変化，法の改正等を踏まえ，市民のニーズを

的確に把握し，早期の気づきなどによる相談体制を強化するとともに，関係機関・団

体，地域，市民との連携・協働に努めながら，施策を推進します。 

 

(2) 関係機関・団体の役割 

保健，医療，福祉，労働，教育などの関係機関・団体は，その専門性を生かして，

自殺対策の充実・強化を図ります。 

また，様々な関係機関・団体の事業を通じて，地域に構築・展開されているネット

ワーク等と連携を図り,自殺対策を推進します。 

 

(3) 地域の役割 

自殺対策は，家庭や学校，職場，地域など社会全般に深く関係していることから，

地域の関係者が互いに連携し，地域全体で見守りや支え合いを推進します。 

 

(4) 市民の役割 

地域住民の一人として，互いに見守り，思いに寄り添い，声をかけ，話を聞き，必

要に応じて専門家につなぎ見守っていくという市民一人一人の役割を理解し，危機

に陥った人のこころの不調に気づき，適切に対処できるよう努めます。 
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計画（Plan） 
 
●計画の策定 

水戸市自殺対策計画を策定します。 

実施（Do） 
 
●施策の推進 

計画の内容を踏まえ，

事業を実施します。 

改善（Action） 
 
●現行施策の改善・新規施策
の検討 

 実績等を踏まえ，必要に応じ

て施策の改善や新規施策の検

討を行うとともに，新計画に

向けた施策の方向性や事業の

見直しについて検討します。 

評価（Check） 
 
●実施状況の把握と評価 
実施した施策や事業の実績をまとめ，

施策の達成状況の確認と評価を実施し

ます。 

２ 進行管理 

 

本計画の推進に当たっては，各施策の進捗状況を把握し，Plan（計画の策定・見直し），

Do（施策の実施・運用），Check（施策の評価），Action（検討・改善）によるＰＤＣＡサ

イクル手法により進行管理を行います。 

 

◇計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ SDGｓとの関連について 

 

本計画は，SDGｓの視点を踏まえ，市民誰もが命の大切さを実感し，支えあうまちづく

りを推進するため，様々な施策を講じるものです。 



 

水戸市地域保健課 宛て 
（ＦＡＸ ０２９－２４３－７５８８） 

令和５年度 第２回 

水戸市健康づくり推進協議会 意見書 

令和５年度第２回水戸市健康づくり推進協議会の議事に関する御意見や，そのほか御意

見・要望等がありましたら，御記入をお願いいたします。 

所属名  

委員名  

１ 水戸市健康増進・食育推進計画（第３次）素案について 

 

２ 水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次）素案について 

 

３ 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

 

提出期限：令和５年 12 月 15 日（金）まで 


